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Ⅱ．4市の住民構成の特性 
 
１．人口構成の変動 
１－１．人口の減少と高齢化 
地域人口構成（人口の量と質）は、地域産業構造の変化の与件でもあるし、また結果でもあ
る。つまり、労働力市場および消費市場として、企業・事業所進出にとって与えられた条件の
一つである。もちろん企業進出・立地は、労働力、消費市場の魅力だけでなく、原料立地（新
居浜市の住友企業は別子銅山という原料立地の典型であった）、交通、特に原料輸入・製品輸出
型の企業にとっては港湾が重視される（日本の製造業の多くが太平洋岸の港湾と結びついて立
地され、工業地帯が形成されてきたのはこの理由による）。また、行政の地域政策（戦後では、
数次にわたる｢全国総合開発計画｣及び自治体の企業誘致政策、多くは企業誘致条例による諸々
の進出企業への優遇策－安い広大な工場用地とインフラ整備、および税金の減免等―）が誘因
となる場合もある（東予地域の新産業都市指定、三菱電機西条事業所（現・エレクトロニクス
西条事業所）の進出、西条市臨海工業地区へ大企業の工場進出）。また、必ずしも企業の立地条
件として適合的であるとは思えないが、伝統的産業からの発展形態の工業が展開される場合も
ある（今治市のタオル産業、四国中央市の大王製紙および紙関連産業）。他方、地域所在事業所
の盛衰に伴って、地域人口移動を引き起こし、地域人口の増減並びに構成に変化をもたらす。
同時に、地域人口構成は地域社会構造を決定づける基本的な要素でもある。 
４市の人口現象の変動も、Ⅰで見た地域産業の盛衰と大きく連動している。以下で、４市の
人口構成の変動と現状の特徴を見てみよう。４市共通に見られるのは、人口減と高齢化および
特定年齢層の少なさである。 
人口減少 
国勢調査による 1970 年以降の４市（現・市域）の人口数の推移を見ると（表１）、今治市と
新居浜市は 80 年、西条市は 85 年、四国中央市は 90 年を最多に、以降、減少し続けている。 
2010 年の人口数は、最大時比で、今治市は 30 年間で 31,286 人（年平均 1,042.9 人）・15.8%
減、新居浜市は 30 年間で 10,604 人（同 353.4 人）・8.0%減、西条市は 25 年間で 3,892 人（同 155.7
人）・3.3％減、四国中央市は 20 年間で 7,028 人（同 351.4 人）・7.2%減であった。特にこの 10
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年間（2000 年→10 年）の減少は著しい。今治市は 7.80%、新居浜市は 3.03%、西条市は 2.14%、
四国中央市は 4.39%の減少であった。とくに、合併前の旧町村での大幅な減少がみられる。 
05 年から 10 年の人口増減を旧市町村単位で見ると、増加したのは、今治市・大西町（77 人、
増加率 0.9%）と西条市・西条市（603 人、同 1.0%）のみで、他の旧 20 市町村はすべて人口減で
ある。そして、第一次産業就業者割合の高い町村ほど人口減少率が高い傾向にある。４市の旧
22 市町村の中で、第一次産業就業者割合が 10%を超える 12 町村のうち８町村が 8.0%以上の人
口減少率であり、なかでも第一次産業就業者割合が 53.9%の今治市・関前村は－21.3%、同 17.9%
の新居浜市・別子山村は－15.6%、同 11.6%の四国中央市・新宮村が－14.0%と、それぞれ市全体
の人口減少率を大きく上回っている。なお、今治市の旧吉海町、宮窪町、伯方町、大三島町、
関前村、新居浜市・別子村、四国中央市・新宮町は過疎地域自立促進特別措置法による過疎地
を含む市に指定されている（過疎地域指定の主要指標は人口減少率である）。 
他方、第一次産業就業者割合が 10%を超えている旧町村でも、今治市・朝倉村（第一次産業
就業者割合 15.1%、人口減少率 5.4%）、西条市・丹原町（同 19.1%、同 4.1%）、四国中央市・土居
町（同 10.0%、同 2.8%）のように比較的人口減少率の低い町村もある。これらは、合併前の中
核市に隣接している町村で、中心部への通勤が容易な地域である。 
つまり、人口増減の背景は、地域の産業構造とその変化による就業の場の減少にあるといっ
てよい。事実、05 年から 10 年の５年間で４市とも就業者数が減少しており、特に第一次産業
就業者の減少率が高い。 
性・年齢構成－高齢化、少ない 18～22 歳層－ 
男女比を見ると、総数では全国と同様、４市とも男性の方が少なく、その割合も全国平均
（48.7%）と比べて、今治が若干少ない程度（46.8%）で、他の３市は大差ない。年齢階級別に
見ると、15 歳未満では、全国平均（51.2%）と同様４市とも 51%前後で男性の方が若干多く、15
歳以上層になると、女性割合が増大する傾向が見られ、65 歳以上層（以下、高齢者）では男性
割合は４割程度に減少する。15～64 歳層（以下、生産年齢）では、今治市は比較的若い層（35
表１ ４市（現市域）人口数の推移と対前回調査増減率(%) 
調査年 １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ 最多年比
今 治 市 189,918 196,817 197,818 197,774 191,504 185,435 180,627 173,983 166,532 1980年
新 居 浜 市 126,992 132,115 132,736 132,540 129,467 128,236 125,814 123,952 121,735 1980年
西　 条　 市 108,270 110,548 112,961 115,983 115,251 114,706 114,548 113,371 112,091 1985年
四国中央市 92,663 93,563 95,168 97,005 97,215 95,658 94,326 92,854 90,187 1990年
今 治 市 0.6 3.6 0.5 0.0 -3.2 -3.2 -2.6 -3.7 -4.3 -15.8
新 居 浜 市 0.1 4.0 0.5 -0.1 -2.3 -1.0 -1.9 -1.5 -1.8 -8.7
西　 条　 市 -3.4 2.1 2.2 2.7 -0.6 -0.5 -0.1 -1.0 -1.1 -3.4
四国中央市 -2.6 1.0 1.7 1.9 0.2 -1.6 -1.4 -1.6 -2.9 -7.2
出所：国勢調査より作成
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～39 歳層）から男性割合が 50%を割り、15～64 歳層計で 50%を割っているが、他の３市は男性
割合が若干多い（全国、３市とも 50%強）。 
高齢化 
年齢構成を見ると、全国と比べると、４市とも平均年齢（全国平均 45.0 歳）で２歳以上、中
位数年齢（全国平均 45.0歳）で４歳以上も全国平均より高く、また高齢者割合も全国平均（23.0%）
より３㌽以上多く高齢化が進んでいる。中でも、今治市は 15 歳未満層の割合は 12.5%で、全国
平均（13.2%）とほとんど差がないが、平均年齢で 3.4 歳、中位数年齢で 6.2 歳高く、高齢者割
合で 5.7 ㌽も多く、その高齢化の進展は４市の中でより著しい。 
４市の 65 歳以上人口の割合の推移を見ると（表２）のとおりである。 
高齢者割合が 10%を超えた年は、今治市と西条市が 70 年、四国中央市が 75 年、新居浜市は
他の３市比べやや遅く 85 年であった。そして 90 年には４市とも 15%を超し、20%を超した年は
西条市が 95 年で、他の３市は 2000 年であった。10 年国調では、今治市 28.7%、新居浜市 26.8%、
西条市 26.8%、四国中央市 25.9%で、特に女性の高齢化が著しい。女性の 65 歳以上割合は３割
超で、全国平均（25.7%）に比べ、数ポイント高く、今治市は 32.0%と 6.3 ㌽も高い。 
高齢者割合を、合併以前旧市町村単位で見てみると、今治市は旧 12 市町村のうち、９町村が
30%を超しており、なかでも関前町（60.3%）、大三島町（50.1%）、上浦町（45.5%）の高齢化は著
しい。新居浜市では別子山村が 48%にもなっている。西条市では、旧４市町の内２町が 30%を超
している。四国中央市では新宮村が 45.6%にもなっている。このように旧市町村単位では人口
減少の激しい所で軒並み高齢化が進んでいる。「限界自治体」*1 の基準の一つとされる高齢化率
50%超は関前町、大三島町の２町であるが、上浦町、別子山村、新宮村はその一歩手前である。
集落単位で見れば、｢限界集落｣はもっと多いであろう。 
 
表２ ４市高齢者（65 歳以上）割合の推移 
 
 
 
 
 
 
もう一つの年齢構成上の特性は青年層の割合の少なさである。18 歳から 30 歳に就いて各歳
別の 15～65 歳の生産年齢層に占める割合を見ると全国平均より全て少ない割合であり、特に
19、20 歳は少ない。特化係数（全国＝１）で比べると、0.9 を超えるのは、今治市が 28 歳以上、
調査年 １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
全国 6.3     7.1     7.9     9.1     10.3   12.1   14.6   17.4   20.2   23.0   
今治市 8.9     10.3   11.0   12.5   13.9   16.5   19.7   22.7   25.5   28.7   
新居浜市 5.5     7.1     8.0     9.9     12.1   15.1   18.4   21.7   24.3   26.8   
西条市 8.6     10.6   11.3   12.6   14.1   16.6   20.1   22.9   25.0   26.8   
四国中央市 7.6     9.3     10.3   11.5   12.7   15.0   18.2   21.2   23.6   25.9   
出所：国勢調査（各調査年）より作成
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新居浜市が 18 歳と 25 歳以上、西条市が 24 歳以上、四国中央市が 23 歳以上で、18 歳は、今治
市と西条市は 0.8 以下、19、20、21 歳は４市とも 0.7 未満と少ない。特に 19 歳は４市とも 0.54
以下（西条市は 0.44）で全国平均の半分程度しかない。このように、４市とも 18～22 歳層の
割合が全国平均と比べ極端に少ないのである。つまり、短大・大学在学相当年齢層が極端に少
ないのである（表３）。 
人口変動要因－自然減と社会減－ 
この人口数の変動（人口減少および高齢化と大学生相当年齢の少なさ）を引き起こしている
直接的な要因は出生・死亡による自然増減と転入・転出（地域移動）によって生じる社会増減
である。現在の市域でデータの得られた 04 年～12 年の数値を見ると、４市ともこの９年間（04
～12 年）は、出生数の停滞ないし減少傾向と高齢化に伴う死亡数の増加傾向による自然減と毎
年の転入者数を上回る転出者数による社会減であった（表４）。 
今治市が自然減 5,406 人、社会減 4,399 人、新居浜市は自然減 1,886 人、社会減 593 人、西条
市は自然減 2,178 人、社会減 418 人、四国中央は自然減 1,507 人、社会減 2,130 人であった。 
出生数はここ数年傾向的大きな変化は見られない。04 年度以降の毎年の出生数は、今治市
1,300 人前後、新居浜市 1,100 人前後、西条市 960 人前後、四国中央市 750 人前後で、04 年度
から 12 年度９年間の累計は、今治市 11,595 人、新居浜市 9,759 人、西条市 8,542 人、四国中央
市 6,927 人であった。他方、死亡数は４市とも増加傾向にある。今治市は 2,000 人台から 2,200
人台に、新居浜市は 1,300 人台から 1,500 人台に、西条市は 1,200 人台から 1,350 人台に、四国
中央市は 950 人台から 1,000 人台に増加し、出生数を大きく上回った。その結果、自然減数は、
17歳 18歳 19歳 20歳 21歳 22歳 23歳 18-23歳計
全国 0.94 0.95 0.94 0.95 0.98 1.01 1.03 5.85
愛媛県 0.99 0.88 0.72 0.73 0.78 0.82 0.87 4.80
今治市 0.96 0.70 0.51 0.50 0.58 0.70 0.80 3.79
新居浜市 0.93 0.80 0.51 0.53 0.60 0.66 0.82 3.92
西条市 0.96 0.71 0.44 0.46 0.60 0.69 0.81 3.70
四国中央市 1.02 0.78 0.54 0.58 0.64 0.73 0.94 4.21
特化係（全国平均＝1.00）
全国 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
愛媛県 1.05 0.93 0.77 0.77 0.80 0.81 0.84 0.82
今治市 1.02 0.74 0.54 0.53 0.60 0.69 0.77 0.65
新居浜市 0.99 0.85 0.55 0.55 0.61 0.65 0.79 0.67
西条市 1.02 0.74 0.47 0.49 0.62 0.68 0.78 0.63
四国中央市 1.09 0.82 0.58 0.61 0.66 0.73 0.91 0.72
出所：2010年国勢調査より作成
表３ 総人口に占める割合若年層の占める割合(%) 
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04 年度から 12 年度の９年間累計で、今治市が最も減少数が多い 6,477 人、新居浜市 2,681 人、
西条市 2,858 人、四国中央市 1,948 人の自然減となっている。自然減の主要な要因は、高齢者
の増加による高齢者の死亡数の増加である。 
他方、社会増減は市によって若干異なった動きを示している。 
基本的には４市とも転入者、転出者共にその数は減少傾向にあるが、転出超過が続いた（た
だし、09 年に新居浜市と西条市は転入超があった。とは言っても転入者が増えたわけではなく、
転出者が減ったからである。リーマンショックによる不況下で４市とも前年より転出者は減少
している）。そして、９年間累計では、今治市 5,817 人、新居浜 1,358 人、西条市 499 人、四国
中央市 2,641 人の転出超過・社会減であった。西条市の社会減が少ないのは、転出者が少ない
年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
04～12
年計
年平均 減少寄
与率(%)
出生数 1366 1269 1322 1296 1302 1295 1282 1310 1153 11595 1288
死亡数 2007 2009 2014 2117 1990 1996 2215 2193 2238 18779 2087
自然増減数 -638 -736 -684 -711 -706 -714 -728 -701 -859 -6477 -720 55.3
転入者数 5235 4127 4164 3849 3911 3517 3433 3319 3253 34808 3868
転出者数 5793 4917 4803 4405 4429 4084 4169 3941 4084 40625 4514
社会増減数 -558 -790 -639 -556 -518 -567 -736 -622 -831 -5817 -646 44.7
増減数計 -1196 -1526 -1323 -1267 -1224 -1281 -1464 -1323 -1690 -12294 -1366
登録人口増減数 -1186 -1513 -1305 -1346 -1167 -1201 -1618 -1490 -1883 -12709 -1412
出生数 1062 1066 1014 1137 1161 1106 1118 1054 1041 9759 1084
死亡数 1360 1262 1247 1401 1349 1432 1445 1445 1499 12440 1382
自然増減数 -298 -196 -233 -264 -188 -326 -327 -391 -458 -2681 -298 66.4
転入者数 3381 3586 3701 3479 3359 3260 3106 3046 2997 29915 3324
転出者数 3933 3521 3789 3445 3524 3221 3251 3167 3422 31273 3475
社会増減数 -552 65 -88 34 -165 39 -145 -121 -425 -1358 -151 33.6
増減数計 -850 -131 -321 -230 -353 -287 -472 -512 -883 -4039 -449
登録人口増減数 -845 -127 -333 -224 -335 -276 -482 -493 -866 -3981 -442
出生数 972 899 974 957 953 960 957 969 901 8542 949
死亡数 1199 1236 1219 1255 1274 1229 1278 1352 1358 11400 1267
自然増減数 -227 -337 -245 -298 -321 -269 -321 -383 -457 -2858 -318 85.1
転入者数 3576 3233 3278 3005 3010 2260 2785 2797 2714 26658 2962
転出者数 3530 2998 3435 3209 3204 2060 2883 2829 3009 27157 3017
社会増減数 46 235 -157 -204 -194 200 -98 -32 -295 -499 -55 14.9
増減数計 -181 -102 -402 -502 -515 -69 -419 -415 -752 -3357 -373
登録人口増減数 -130 -65 -399 -515 -321 -11 -375 -358 -732 -2906 -323
出生数 822 805 747 805 767 756 754 733 738 6927 770
死亡数 946 974 964 963 955 996 1020 1025 1032 8875 986
自然増減数 -124 -169 -217 -158 -188 -240 -266 -292 -294 -1948 -216 42.4
転入者数 2365 2289 2286 2115 2069 1981 2025 1917 1860 18907 2101
転出者数 2499 2631 2596 2592 2415 2284 2274 2175 2082 21548 2394
社会増減数 -134 -342 -310 -477 -346 -303 -249 -258 -222 -2641 -293 57.6
増減数計 -258 -511 -527 -635 -534 -543 -515 -550 -516 -4589 -510
登録人口増減数 -228 -501 -514 -625 -491 -512 -500 -521 -503 -4395 -488
注：増減数は、自然増減数＋社会増減数
     登録人口増減数は、出生、転入、死亡、転出以外の「その他」で住民登録簿に記載ないし削除された者を含む
単位＝人
今
治
市
出所：総務省「住民基本台帳人口、人口動態（市区町村別）」各年より作成
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からではなく、転入者も多く、その差が少なかったからである。 
このような自然減と社会減の結果、４市の９年間の人口減数の累計は、今治市 12,294 人、新
居浜市 4,039 人、西条市 3,357 人、四国中央市 4,589 人もの減少となった。 
減少寄与率を見ると、３市は自然減の寄与率の方が高く、特に西条市は 85%になっている。
他方、四国中央市は社会減の寄与の割合が 67%を占めている。四国中央市だけが社会減の寄与
率の方が高い 
社会減に大きく寄与しているのが、高卒者（18，19 歳）の転出である。10 年の国勢調査の転
出・転入のデータによると、05 年時に 10～19 歳層であった者が 10 年時までに転出した人の数
は、今治市 3,957 人（転出者総数の 32.5%）、新居浜市 2,646 人（同、27.5%）、西条市 2,766 人（同、
32.9%）、四国中央市 2,299 人（同 33.6%）であった。特に 20～24 歳層の転出率は４市とも 30%
を超えている。他方、10 年時に 15～24 歳層で 10 年時までに転入してきた者は今治市 820 人（転
入者総数の 7.2%）、新居浜市 1,770 人（同、8.1%）、西条市 296 人（同、3.1%）、四国中央市 353
人（同 6.3%）でしかなかった。この結果、05 年時 10～14 歳層は 10 年時（15～24 歳層）には、
今治市 3,157 人、新居浜市 1,770 人、西条市 2,326 人、四国中央市 1946 人の減少となっている。
なお、10 年時 25 歳以上層は 30～44 歳層を中心に（新居浜市の 20～24 歳層を除いて）転入超
であった。 
コ－ホートによって見ると、05 年時年齢 13 歳～17 歳層は５年後には（10 年時年齢 18～22
歳）、今治市 3,157 人、新居浜市 1,770 人、西条市 2,326 人、四国中央市 1946 人の減少で、減少
率は 40%前後であった。特に、05 年時 14 歳、15 歳の減少し著しくほぼ半数が転出している。
ただ、新居浜市の 05 年時年齢 13 歳、14 歳、15 歳の、その後５年間の、特に男性の減少率は他
の３市よりも少ない。 
これは高校卒業とともに、市外への転出が多数あったからである。市に所在する高校の毎年
約 4,000 人の卒業生の５割前後が短大を含む大学進学者（４年生大学進学者は４割）で、その
他専門学校等への進学を含めると７割を超す。就職者は 25%・1,000 程度である。ところが４市
自宅通学圏には４年制大学が存在しない。新潟市と上島町に国立高専がそれぞれ１校と今治市
に短大と短期大学校が各１校あるだけである。ということで、高卒後の進学者の大半は転出せ
ざるを得ない。事実、20～24 歳層の在学者割合を見ると、全国平均 35.2%、松山市 42.0%である
のに対して、今治市 9.9%、新居浜市 9.8%、西条市 5.1%、四国中央市 6.9%でしかない（10 年国調）。 
また、就職者の多くは他都市に出ている。高卒者の就職地域のデータは手に入らなかったが、
例えば、新居浜工業高専の場合、13 年３月の卒業生 201 人の内、就職者は 139 人で、うち愛媛
県内に就職したものは 44 人・31.7%、新居浜市内に就職した者は 26 人・18.7%にすぎない<新居
浜工業高等専門学校ＨＰ>。つまり、高校卒業後の進学者、就職者の多くは居住市外へ転出するの
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である。この進学転出、就職転出が、10 代後半の転出者の多さとなり、社会減の大きな要因と
なっている。 
他方、転入者の多くは、20 歳代前半の者で、高校、短大・大学卒業者のＵターン、Ｉターン
就職者であり、その数の減少は就業の場の縮小（就業者数の減少）によるものであると思われ
る。 
４市とも、18 歳・高校卒業とともにその８割程度が大学進学及び就職で市外へ転出し、短大・
大学卒業後Ｕターンを含めて就職等で転入してくる。 
なお、09 年の転出入者の減少は、リーマンショック後の不況に伴った就職移動の困難性であ
ると思われる。 
 
１－２．世帯と家族の構成 
配偶関係 
配偶関係は、４市とも、年齢計で 2005 年と 10 年を比較すると、若干の有配偶者割合の低下、
未婚、死別、離別割合の若干の増大である。しかし、年齢階層別にみると男では 35 歳以上層、
女性では 30 歳以上層で未婚率の上昇、および「生涯未婚率*2」の急上昇が見られる。 
05 年と 10 年の未婚率を見ると、男性の 20～25 歳層、30～34 歳層および女性の 20～25 歳層
の未婚率には大きな変化はなく、未婚率が低下している市もある。しかし、男性の 35 歳以上層、
女性の 30 歳以上層の未婚率は上昇している（表５）。35～39 歳層では、男性が、今治市 3.0 ㌽、
新居浜 3.1 ㌽、西条市 4.0 ㌽、四国中央市 4.7 ㌽の上昇で、女性は、今治市 2.8 ㌽、新居浜 3.9
 
表５ 未婚者割合と離婚率 
男 女
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
05年 32.0 24.8 25.7 24.7 27.0 23.4 18.9 17.1 16.8 17.0
10年 31.9 25.7 26.5 25.7 27.6 23.3 18.3 16.9 16.5 17.3
05年 47.1 43.2 41.1 40.0 42.6 32.0 31.3 25.4 25.5 24.0
10年 47.3 43.8 40.2 39.4 45.0 34.5 31.8 27.0 27.2 28.2
05年 32.1 32.9 29.2 27.4 28.9 18.7 20.3 15.0 14.0 14.2
10年 35.6 33.0 32.1 31.4 33.6 23.1 23.1 19.1 18.5 18.4
05年 32.1 21.7 20.7 21.1 21.3 12.1 12.5 9.9 9.5 7.7
10年 35.6 27.8 27.6 25.3 27.8 17.1 18.6 13.5 12.2 13.4
05年 16.0 14.8 14.7 12.8 16.3 7.3 7.2 6.7 5.7 5.0
10年 20.1 19.6 18.4 18.0 19.0 10.6 10.5 8.4 8.1 6.7
05年 3.3 4.0      4.1      4.1      3.6      5.3 6.2      6.3      5.9      5.3      
10年 3.8 4.4      4.6      4.7      4.2      5.9 6.8      7.0      6.7      5.8      
注：生涯未婚率＝（45～49歳未婚率＋50～54歳未婚率）／2
　30～34
歳
　35～39
歳
出所：国勢調査より作成
40～44
歳
生涯未
婚率
離婚率
年齢計
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㌽、西条市 4.5 ㌽、四国中央市 4.2 ㌽上昇している。44～44 歳層になると一段と未婚者割合が
増加する。特に四国中央市は著しく、男性は 6.5 ㌽、女性は 5.7 ㌽も上昇した。 
この結果、生涯未婚率では、男性は、今治市 4.9 ㌽、新居浜 3.8 ㌽、西条市 5.6 ㌽、四国中央
市 3.7 ㌽の上昇で、20%近になった。女性は、今治市 3.2 ㌽、新居浜 1.6 ㌽、西条市 2.5 ㌽、四
国中央市 1.8 ㌽の上昇で、今治市は 10%、新居浜市と西条市は８％強となり、30 歳以上層の未
婚率が急上昇したとはいえ、他市より低い 6.7%である。女性の生涯未婚率は今治市が高く、四
国中央市が低く、その差は 3.6 ㌽もある。とは言え、10 年の生涯未婚率の全国平均は、男性 20.1%、
女性 10.6%であり、これに比べると４市の生涯未婚率は男女とも若干低いといってよい。 
４市とも全国平均比べ生涯未婚率はまだ低いとはいえ、非婚化が進んでいるのは間違いない。
このことが、今後の少子化につながることも間違いない。 
世帯の家族家族類型 
すでに見たように４市とも人口減が続いているが、世帯数は増加傾向にある。それは当然に
も世帯員数の減少、単独世帯を現象させている。 
世帯構成は、全国、愛媛県、４市とも一般世帯がほとんどで、施設等の世帯数の割合は 0.1%
前後しかないが、施設等の世帯人口の総数に占める割合では、全国平均（1.96%）より少ない四
国中央（1.89%）を除いて、３市は２％を超え（今治 2.26%、新居浜 2.44%、西条 2.29%）ている。
より細かく見ると、間借り・下宿、会社等の独身寮の単身者の割合は、４市とも全国平均（0.78%）
より多く、なかでも西条と四国中央は 1.15%と 1.17%で、特化係数でみると 1.5 近くとなり、全
国平均を大きく上回っている。つまり、西条と四国中央は間借り・下宿、会社等の独身寮の単
身者の割合が相対的に多いのである。 
1980 年代、４市とも一般世帯の１世帯当たりの人員は３人台であったが、2010 年には今治市
2.39 人、新居浜 2.36 人、西条市 2.46 人、四国中央市 2.53 人に減少した。このような世帯人員
の減少傾向は、ほぼ全国平均の推移と同様であるが、10 年の数値を見ると、全国平均（2.42 人）
に対して、西条と四国中央はやや多い。 
一般世帯の家族類型を見ると（表６）、親族のみの世帯と単独世帯で４市とも 99%を占め、非
親族世帯は１％にも満たない。親族のみ世帯の内、核家族割合が 60%前後、うち夫婦のみの世
帯が 24%前後で共に全国平均（56.3%と 19.8%）より多く、３世代世帯の占める割合は、四国中
央は 8.4%で全国平均（7.1%）よりかなり多く、他の３市は、特に新居浜は 5.1%と少ない。単独
世帯の割合は、全国平均では３分の１近く（32.4%）に達しているが、４市は３割以下で、特に
新居浜は 23.4%と少ない。なお、母子世帯、父子世帯は、４市ともその割合は多くない（合わ
せて２％前後）が、全国平均に比べるとやや多い。 
 － 9 － 
全国平均に対する特化係数で見ると、夫婦のみの世帯が、今治、新居浜、西条が 1.2 を超え、
四国中央は核家族以外の世帯が 1.2 を超えている。また、母子家庭が今治、新居浜、西条で 1.2
を超え、父子世帯で新居浜、西条、四国中央で 1.3、とくに西条は 1.7 を超している。 
つまり、４市とも核家族が中心（60%前後）であるが、今治は単独世帯が、新居浜は三世代世
帯が、西条は核家族と母子・父子家族が、四国中央は３世代家族を含む核家族以外の世帯が相
対的に多い、と言ってよい。 
なお、世帯人員の割合では、単独世帯、つまり単身生活者が、全国平均（13.4%）よりはやや
低いとはいえ、４市とも１割を超えており、その内の半数近くが 65 歳以上である。 
高齢者の世帯と家族－単独と夫婦のみ世帯 
４市とも、2005 年と 10 年を比較すると、夫婦とも 65 歳以上（以下、高齢者）夫婦のみの高
齢者世帯*3、高齢者単独世帯の増加が見られた。 
４市の2010年時点の高齢者割合は、全国平均（22.8%）より多く、最も少ない四国中央で25.9%、
最も多い今治で 28.7%であった。その内、高齢者単独世帯（以下、高齢単身生活者）は、各市
人口の 3.9～5.3%、高齢者人口の 31.4～35.8%で、全国平均（30.8%）よりも多く、また、高齢者
夫婦の人数は、各市人口の 8.1～9.6%、高齢者人口の 31.5～35.8%で、全国平均（7.0%と 30.8%）
よりも多い。高齢単身生活者と高齢者のみ夫婦を合わせると、各市人口に占める割合は、全国
平均（10.8%）より多く、今治、14.9%、新居浜 14.9%、西条 14.0%、四国中央 12.0%である（表７）。 
高齢者だけの１人暮らし、２人暮らしの割合は、四国中央を除いて３市が半数を超え、特に
新居浜は 55%を超え、高齢者の生活問題（収入と介護）が大きな課題になっている。 
 
  
表６ 一般世帯の家族類型別構成 
割合(%) 特化係数（全国＝1.00）
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
総数（世帯の家族類型） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 1.00 1.00 1.00 1.00
　Ａ 親族のみの世帯 66.6 70.7 70.0 72.6 73.5 1.06 1.05 1.09 1.10
　　Ⅰ 核家族世帯 56.3 59.8 61.6 62.0 60.6 1.06 1.09 1.10 1.07
　　　（1） 夫婦のみの世帯 19.8 24.9 24.4 24.6 23.0 1.26 1.23 1.25 1.17
　　Ⅱ 核家族以外の世帯 10.2 10.9 8.4 10.6 12.9 1.07 0.82 1.03 1.26
　Ｂ 非親族を含む世帯 0.9 0.4 0.6 0.4 0.5 0.49 0.68 0.48 0.52
　Ｃ 単独世帯 32.4 28.9 23.4 27.0 26.0 0.89 0.72 0.83 0.80
　（再掲）母子世帯 1.46 1.79 1.86 1.93 1.60 1.23 1.27 1.32 1.10
　（再掲）父子世帯 0.17 0.20 0.23 0.29 0.23 1.18 1.35 1.71 1.35
　（再掲）３世代世帯 7.1 6.7 5.1 6.6 8.4 0.95 0.72 0.94 1.18
出所：2010年国勢調査より作成
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表７ 高齢者数と高齢者単独・夫婦のみ人口の割合い(%) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１－３．進学率と学歴構成および外国人 
大学進学率 
13 年３月高校卒者の卒業後の進路状況を見る（表８）と、短大・大学進学率は全国平均より
低く、就職率は高い。ただ４市の中でも違いが見られる。男性の４年生大学進学率は、西条市
が 48%で最も高く、新居浜市が 38%と西条市より 10 ㌽も低い。一方、女性は今治市が 41%で最
も高く、四国中央市が 37%で最も低い。短大への進学は、男性は 1.5%前後で、女性は 10%前後
で、全国平均と大差はない。専修学校専門課程への進学は、男性は四国中央市が 22%と相当程
度高く、他の３市は 13%程度で全国平均並みである。女性は４市とも全国平均（4.3%）と比べ
相当に高く、とくに四国中央市、新居浜市はその割合が高い。就職者割合は、４市とも全国平
均よりも相当に多く、特に新居浜市の男性は 39%と全国平均の２倍に近い。就職率が高い要因
には、県立高校に、普通高校のも含めて多様な実業課程（農業、水産、工業、商業、情報、デ
ザイン等々）が設置されていることにも関連しているであろう。 
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
人口総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
65歳以上人口 22.8 28.7 26.8 26.8 25.9 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
単独生活者数 3.7 5.3 5.3 4.6 3.9 16.4 18.6 19.7 17.3 15.1
夫婦のみ人口 7.0 9.5 9.6 9.4 8.1 30.8 33.2 35.8 35.0 31.3
単独＋夫婦のみ 10.8 14.9 14.9 14.0 12.0 47.1 51.8 55.5 52.3 46.4
特化係数(全国＝1.00）
65歳以上人口 1.00 1.26 1.17 1.17 1.13
単独生活者数 1.00 1.43 1.42 1.24 1.05 1.00 1.14 1.21 1.05 0.92
夫婦のみ生活 1.00 1.36 1.37 1.34 1.16 1.00 1.08 1.16 1.14 1.02
単独＋夫婦 1.00 1.38 1.38 1.30 1.12 1.00 1.10 1.18 1.11 0.99
出所：2010年国勢調査より作成
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
全国 50.8 55.5 49.7 44.9 1.0 9.8 13.7 7.8 20.5 4.3 20.3 13.6
愛媛県 47.8 51.3 46.0 40.6 1.8 10.7 16.2 21.0 7.1 4.7 25.1 17.5
松山市 53.5 58.5 51.8 49.0 1.7 9.5 15.9 16.6 6.2 4.3 19.9 12.7
今治市 48.3 52.7 45.8 41.0 2.5 11.7 13.0 20.4 8.7 4.2 25.5 18.1
新居浜市 37.9 49.2 36.8 39.6 1.1 9.5 13.7 25.1 5.9 2.0 38.6 20.0
西条市 48.2 49.8 48.0 38.0 0.2 11.8 11.7 17.9 7.7 9.7 29.6 18.1
四国中央市 44.5 47.8 43.0 36.7 1.5 11.1 21.8 28.0 2.4 1.7 28.5 21.0
出所：文部科学省「学校基本調査」(2013年)より作成
就職者割合大学進学率 ４大進学率 短大進学率
専修学校
専門課程
専修学校
一般課程
 
表８ ４市高卒後の進路 2013 年３月卒業者 
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大卒者割合 
学歴構成を大学卒業以上割合で見ると（表９）、男女年齢計では、今治市（13.4%）、新居浜市、
西条市、四国中央市（12.0%）の順であるが、13%前後で大差はなく、全国平均より３㌽、松山
市より５㌽程度低い。男性は、全国平均、４市とも 25～29 歳層で一つの山がき、年齢の上昇と
共に低下するが、40 歳台で上昇し、50～54 歳層でピークとなる。女性は年齢の上昇に伴って低
下していく。また、20～24 歳層を除いて、各年齢層とも（今治市と新居浜市の男 50～54 歳層、
女今治市の 50～54 歳層、新居浜市の 45～49 歳層を除いて）全国平均より低い。 
なお、４市とも 20～24 歳層の大卒割合は、全国平均、松山市よりも高いが、それは、４市の
この年齢層の学歴水準が高いというよりも、前に述べたように、他出進学してしまい、地域に
大学生相当年齢層が少なく、かつ在学者が少ないことによる。表 10 に見られるように、松山市
はこの年齢層の男 42%・女 30.7%、全国平均でも男 35%・女 28%が在学者である。大学卒業者＋
大学在学者割合にすると、全国平均は男 48%・女 43%、松山市男 54%・女 44%となり、４市の中
で最も多い今治市でも男 24%、女 24%にすぎず、松山市に比べると男性で 20 ㌽、女性で 10 ㌽も
少ない。 
 
表９ 年齢階層別大学・大学院卒業者割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 10  20～24 歳層の在学者割合 
 
 
 
 
 
 
男 女
全国 松山市 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
全国 松山市 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
年齢計 22.9 25.2 19.9 19.3 18.5 17.6 9.7 12.1 7.8 7.8 7.5 6.9
　　20～24歳 12.5 11.8 14.4 13.1 13.3 15.2 12.4 12.9 13.6 12.5 13.4 12.1
　　25～29歳 31.7 31.5 28.8 31.6 25.8 28.7 25.9 29.7 23.4 23.2 21.8 22.8
　　30～34歳 31.1 33.7 28.7 27.9 26.5 27.8 21.5 27.8 20.0 20.3 19.0 17.6
　　35～39歳 28.8 33.4 27.8 24.8 24.8 24.4 15.9 21.3 14.8 14.2 14.5 12.9
　　40～44歳 29.8 35.8 28.4 27.7 24.7 22.6 13.1 18.7 12.9 11.7 11.6 11.2
　　45～49歳 32.1 38.6 31.6 29.6 29.5 28.3 12.3 17.0 11.4 12.5 11.4 10.0
　　50～54歳 33.7 39.5 34.5 33.8 32.2 31.1 12.4 15.5 13.0 12.3 11.8 9.8
　　55～59歳 26.9 31.6 26.2 24.9 23.8 20.4 8.6 9.3 7.4 7.1 6.3 5.5
　　60～64歳 21.9 24.0 18.1 17.2 16.9 13.3 5.6 5.4 3.7 4.2 3.0 2.9
出所：2010年国勢調査より作成
特化係数（全国＝１.00）
全国 松山市 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
全国 松山市 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
男女年齢計 7.0 8.0 4.6 4.5 4.5 4.5 1.00 1.15 0.67 0.65 0.65 0.65
男年齢計 7.6 9.2 5.1 5.3 4.8 4.8 1.00 1.22 0.67 0.70 0.64 0.63
20-24歳 35.2 42.0 9.9 9.8 5.1 6.9 1.00 1.19 0.28 0.28 0.15 0.20
女年齢計 6.4 7.0 4.3 3.8 4.2 4.3 1.00 1.10 0.66 0.59 0.66 0.68
20-24歳 28.2 30.7 10.3 5.3 5.2 7.0 1.00 1.09 0.37 0.19 0.19 0.25
出所：2010年国勢調査より作成
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外国人 
もう一点、東予地域４市の住民構成で特筆されるべきは、外国人の構成である。外国人の数・
割合はそれほど多くはないが、その国籍構成である。 
周知のように、戦後日本に居住する外国人は、アメリカ人を中心とする占領軍人・家族を除
けば、戦前から居住していた｢在日｣韓国・朝鮮人が圧倒的に多数を占め、ついでやはり｢在日｣
の中国人が多かった。その後、｢在日｣の韓国・朝鮮人、中国人の｢帰化｣と老齢等による死亡と
により｢在日｣の韓国・朝鮮人、中国人の減少が進む一方、多様な外国人が、ビジネス・就業と
結びついて日本に入ってきた。特に、｢単純労働者不足｣の中で、1990 年に入管法の改訂があっ
て、ブラジル、ペルー国籍を中心に多数の「日系外国人」が来日し、自動車、電機産業の労働
者として入ってき、外国人就業者の中の最大の量を占めるようになった。その後、経済のグロー
バル化と「外国人研修生・実習生制度」により、アジア、なかでも中国からの来日者が増加した。 
2010 年の国勢調査では、日本全体で初めて中国人が外国人の中の最大の割合となった。しか
し、愛媛県はそれよりも早く、2000 年には中国国籍の者の割合が最大となっている。東予４市
でも、新居浜市を除いて、中国国籍の者が最大となっている。 
2010 年国勢調査によると、愛媛県および東予４市の外国人の構成は表 11 のとおりである。
県全体で、15 歳以上層の性・年齢構成をみると、韓国・朝鮮籍の者は、性・年齢にあまり偏り
は見られないが、中国籍の者は女性割合が多く（60.5%）、また比較的若い層に集中している（40
歳未満で 91.8%）のが特徴である。なお、フィリピン籍は、中国籍の者とほぼ同様の傾向を示
男 女
総数
韓国，
朝鮮
中国
フィリ
ピン
総数（国
籍）
韓国，
朝鮮
中国
フィリ
ピン
愛媛県 7,828 3,429 514 1,689 305 4,399 647 2,570 449
今治市 1,746 963 38 641 135 783 31 673 35
新居浜市 646 307 101 111 15 339 125 77 56
西条市 793 492 20 356 38 301 27 192 24
四国中央市 547 136 10 80 1 411 17 292 53
松山市 2,271 932 259 237 27 1,339 326 546 122
全国 1.29 100.0 45.0 11.5 11.0 1.9 55.0 14.2 16.9 7.0
愛媛県 0.55 100.0 43.8 6.6 21.6 3.9 56.2 8.3 32.8 5.7
今治市 1.05 100.0 55.2 2.2 36.7 7.7 44.8 1.8 38.5 2.0
新居浜市 0.53 100.0 47.5 15.6 17.2 2.3 52.5 19.3 11.9 8.7
西条市 0.71 100.0 62.0 2.5 44.9 4.8 38.0 3.4 24.2 3.0
四国中央市 0.61 100.0 24.9 1.8 14.6 0.2 75.1 3.1 53.4 9.7
松山市 0.44 100.0 41.0 11.4 10.4 1.2 59.0 14.4 24.0 5.4
2010年国勢調査より作成
外国人
割合／
対人口
外国人
総数
 
表 11  国籍・男女別外国人数 (人)・割合(%) 
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しているが、日本全体で見ると、フィリピン籍の者は圧倒的に女性が多い（78.7%）のに比べて、
今治市と新居浜市は男性の方が多いが特徴的である。 
また、中国人就業者の職業は男女とも 80.6%と圧倒的に生産工程従事者が多い（男 79.5%、女
81.5%）のが特徴である（韓国・朝鮮籍 8.1%、フィリピン籍 53.7%）。その多くがタオル・縫製業、
機械関連産業、造船関連産業での実習生・研修生なのである*4。この傾向は、新居浜市を除く
東予３市でも同様である。ちなみに、愛媛県は、03 年に東予地域の外国人研修生の受け入れ人
数の緩和を求めた「構造改革特別区」の申請をし、認定を受けている。 
 
２．住民の就労構造 
２－１．労働力状態 
４市の労働力状態をトータルで見ると、特に男性の場合、市による相違はそれほど大きくは
ない（表 12）。完全失業者割合で今治市にやや多いのが目立つ程度である。なお、20～24 歳、
25～29 歳層の在学者割合が全国平均に比べ、非常に少ない。これは、４市通学圏内に高等教育
機関が非常に少ないことの表れである。しかし、労働力状態は、性・年齢・配偶関係によって
大きく異なる。 
 
表 12 15 歳以上の労働力状態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
性・年齢別労働力状態 
男性の労働力状態を見ると、15－19 歳層は、通学者が大半であり、労働力率は、十数％であ
る。市によって若干の相違が見られ、今治市が低く（9.4%）、四国中央市がやや高い（18.2%）。
つまり、今治市は通学者割合が高く、四国中央市はその割合が低い、ということである。20 歳
以上層になると、４市には大きな相違は見られず、20－24 歳層で 90%前後に急上昇し、25－29
総数
（労働力
状態）
労働力
人口
就業者
主に
仕事
家事＋
仕事
通学＋
仕事
完全
失業者
非労働
力人口
家事 通学
男 全国 100.0 69.3 64.1 60.9 1.1 1.0 5.1 24.6 3.1 6.5
今治市 100.0 70.3 63.0 61.0 0.9 0.2 7.2 28.9 2.8 4.9
新居浜市 100.0 68.4 63.3 60.9 1.0 0.2 5.1 29.3 3.8 5.0
西条市 100.0 70.9 65.0 62.7 1.2 0.1 5.9 27.8 3.2 4.7
四国中央市 100.0 70.9 65.5 63.0 1.4 0.2 5.4 27.2 3.5 4.5
女 全国 100.0 47.0 44.7 30.1 12.8 0.9 2.4 47.8 28.3 5.4
今治市 100.0 43.1 40.4 26.9 12.7 0.2 2.8 56.2 33.9 4.0
新居浜市 100.0 44.2 42.2 29.0 12.1 0.1 2.0 53.7 30.8 3.6
西条市 100.0 45.8 43.4 29.9 12.6 0.1 2.4 53.3 30.6 4.1
四国中央市 100.0 47.5 45.7 32.7 12.0 0.2 1.8 50.9 28.4 4.2
出所：2010年国勢調査より作成
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歳層から 50－54 歳までは 95%を超え、55－59 歳層で 92%前後となり、60－64 歳層で 70%台に低
下、さらに 65 歳以上になると 20%台後半にまで低下する。ただ、20－24 歳層で今治市と新居浜
市の通学者割合がやや高い。また 60 歳以上層になると新居浜市が他の３市に比べてやや低い。
これは、後述するように新居浜市の雇用者率が高いこと（定年制の存在）と関係している。 
男性の場合、労働力化している者の大半は「主に仕事」従事しており、完全失業者は年齢計
で５％強（今治市は 7.2%とやや多い）で、20 歳代と 60－64 歳層がやや高い。25 歳以上の非労
働力者のほとんどは通学でも家事でもない「その他」である。 
女性の労働力率は、15－19 歳層は、男性と同様学生が大半で、11～15%弱である。20－24 歳
層で急上昇するが、25－29 歳層で低下し、35－39 歳層から上昇傾向となり、45－49 歳層をピー
ク再び低下し、60－64 歳層で大きく低下、さらに 65 歳以上でさらに低下する。 
しかし、女性の場合、配偶関係によって、大きく異なる（表 13）。未婚女性と有配偶女性で
比較してみよう。未婚女性の年齢計の労働力率は 65%以上（西条市はやや低く 60.3%）であるに
対して、有配偶女性の場合は 50%前後である（今治市と新居浜市はやや低い）。ただし、60 歳以
上になると、有配偶女性の方が労働力化率は高くなる（60－64 歳層では四国中央で 7.9 ㌽、65
歳以上層では今治と西条７㌽）。 
女　未婚
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
年齢　計 60.5 61.5 60.7 60.3 61.0 48.1 44.5 46.5 49.0 51.4
15-19歳 14.9 11.0 14.3 11.5 13.4 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
20-24歳 69.5 85.1 83.6 86.8 85.6 41.2 37.3 42.9 37.2 37.5
25-29歳 86.3 91.5 89.0 89.2 91.0 51.8 47.9 50.0 53.7 50.2
30-54歳 82.1 84.2 82.0 83.9 82.6 62.7 62.7 65.7 67.4 70.0
55-59歳 63.8 62.9 60.8 53.4 53.9 59.9 55.5 59.9 61.9 65.0
60-64歳 46.0 39.5 39.1 41.8 38.4 43.5 40.0 42.6 44.4 46.3
65歳以上 14.2 10.1 12.6 10.2 14.4 18.1 17.5 14.1 17.2 19.1
特化係数（全国＝1.00)
年齢　計 1.00 1.02 1.00 1.00 1.01 1.00 0.93 0.97 1.02 1.07
15-19歳 1.00 0.74 0.96 0.77 0.90 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
20-24歳 1.00 1.22 1.20 1.25 1.23 1.00 0.91 1.04 0.90 0.91
25-29歳 1.00 1.06 1.03 1.03 1.05 1.00 0.92 0.97 1.04 0.97
30-54歳 1.00 1.03 1.00 1.02 1.01 1.00 1.00 1.05 1.07 1.12
55-59歳 1.00 0.99 0.95 0.84 0.84 1.00 0.93 1.00 1.03 1.09
60-64歳 1.00 0.86 0.85 0.91 0.83 1.00 0.92 0.98 1.02 1.06
65歳以上 1.00 0.71 0.89 0.72 1.01 1.00 0.97 0.78 0.95 1.06
注　15-19歳の女有配偶は実数が少ないため、表示せず
女　有配偶
出所：2010年国勢調査より作成
 
表 13  配偶関係別女性の労働力化率 
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20 歳以上の未婚女性の場合の労働力化率の年齢階層別の傾向は、率としてはやや低いが、男
性と同じような傾向を示す。すなわち、20－25 歳層で 85%前後、25－29 歳層で 90%前後、30－
54 歳層で 83%前後（新居浜市がやや高く 86%）、55－59 歳層で大きく低下（今治、新居浜は 63%、
西条、四国中央は 53%強）、60－64 歳層で 40%前後に低下し、65 歳以上層になると 10～14%台に
なる（今治と西条は 10%強、新居浜と四国中央は 13.4%）。ただ、就業している者の多くは、年
齢層に関係なく「主に仕事」に従事している。 
失業者は年齢計で７％前後（四国中央はやや低く 4.6%）、相対的に若い層で今治が 10%前後、
30 歳以上層で新居浜が 10%超と、多く存在している。四国中央はどの年齢層も低い。 
有配偶女性の場合は、未婚女性よりも労働力化率が低いだけでなく、年齢階層別傾向が異な
り、また、就業者の中で「家事の傍ら仕事」（≒主婦パート、以下、「主婦パート」）の割合が多
く、「家事」に専念する非就業者（≒専業主婦、以下、「専業主婦））も多く現れる（表 14）。な
お、失業者は未婚者に比べ少なく、多い年齢層（25－29 歳層）でも、３％未満である。 
このことは４市共通であるが、それらの割合は市によっていくらかの相違が見られるので、
市ごとに見ておこう（15－19 歳層は有配偶者の数が少ないので分析対象からは外す）。 
有配偶女性の年齢計の労働力化率は、今治市 44.3%<23.1%>、新居浜市 46.5%<26.3%>、西条市
49.0%<28.0%>、四国中央市 51.4%<31.7%>（< > 内は「主に仕事」の割合）で、今治市がやや低く、
 
表 14  有配偶女性のパート割合と専業主婦割合 
女　有配偶パート割合(%) 有配偶女性専業主婦率(%)
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
年齢　計 19.7 19.5 17.9 18.7 17.5 38.0 43.8 38.6 37.9 34.8
20-24歳 11.0 9.0 13.5 9.5 13.1 49.0 61.7 53.8 57.6 57.2
25-29歳 13.0 12.6 13.9 13.8 11.4 41.6 51.0 47.3 43.7 47.1
30-54歳 24.6 25.7 23.5 23.1 21.9 33.3 36.6 32.7 31.4 28.5
55-59歳 23.9 23.6 23.4 22.5 18.1 36.4 42.7 37.5 36.0 32.4
60-64歳 20.3 19.9 19.1 21.1 18.0 46.2 52.8 46.8 47.6 43.3
65歳以上 10.0 10.5 7.7 10.6 11.9 42.4 48.2 41.9 42.9 0.4
特化係数
年齢　計 1.00 0.99 0.91 0.95 0.89 1.00 1.15 1.02 1.00 0.92
20-24歳 1.00 0.82 1.23 0.86 1.19 1.00 1.26 1.10 1.18 1.17
25-29歳 1.00 0.97 1.07 1.06 0.88 1.00 1.23 1.14 1.05 1.13
30-54歳 1.00 1.04 0.96 0.94 0.89 1.00 1.10 0.98 0.94 0.86
55-59歳 1.00 0.99 0.98 0.94 0.76 1.00 1.17 1.03 0.99 0.89
60-64歳 1.00 0.98 0.94 1.04 0.89 1.00 1.14 1.01 1.03 0.94
65歳以上 1.00 1.05 0.77 1.06 1.19 1.00 1.14 0.99 1.01 0.01
注：　15-19歳の女有配偶は実数が少ないため、表示せず
出所：2010年国勢調査より作成
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四国中央市がやや高い。「主に仕事」割合も同様な傾向にある。当然「専業主婦」割合は、これ
と逆の順序となる。つまり、今治市は専業主婦の割合が多く（43.8%）、四国中央市は少ない
（34.8%）。なお、専業主婦割合は４市とも、その割合には差があるが、20－24 歳層で最も高く、
30－54 歳層で低下し、55－59 歳層、60－64 歳層で再び上昇する。 
この相違を、４市の中で労働力率の最も低い今治市と最も高い四国中央市の就業者を比較す
ることによって、見てみよう。 
今治市の有配偶女性の就業者割合は 43.3%で、20－24 歳層の 34.5%から年齢階層が高まるとと
もに上昇し、45－49 歳層をピーク（67.9%）になり、高年齢層で低下し、60－64 歳層で 39.1%、
65 歳以上で 17.2%となる。他方、四国中央市は、就業者割合は 50.2%、20－24 歳層の 34.6%から
年齢階層が高まるとともに上昇し、45－49 歳層をピーク（75.5%）に、高齢者層で低下し、60
－64 歳層で 44.8%、65 歳以上で 18.9%となる。どの年齢階層をとっても四国中央市の方が高い。 
就業者の内「主に仕事」と「主婦パート」の割合は、今治市が 66.7%と 31.4%、四国中央市が
71.7%と 26.2%である。雇用者に限定するとその差はより強く表れる。 
雇用者率は、今治市 77.1%、四国中央市 82.7%で、四国中央市の方が５㌽も高く、雇用者の「主
に仕事」と「主婦パート」の割合は、今治市は 58.5%と 39.6%、四国中央市が 68.0%と 29.8%であ
り、共に 10 ㌽の差が見られると同時に、雇用者以外（自営業主・家族従業者）に比べ、雇用者
の方が「家事＋仕事」の割合が高い。つまり、有配偶女性の「主婦パート」割合が高くなる一
つの要因に、従業上の地位（雇用者率の高低）があることが判る。 
従業上の地位で見ると、女性雇用者の内、今治市は「正規の職員・従業員」（以下、正規）が
49.0%で、「パート・アルバイト・その他」（以下、パート）が 49.6%であるのに対して、四国中
央市は正規が 55.4%、パートが 42.3%である。 
なお、失業者の割合は３％以下であるが、失業率で見ると、若年層と 60－64 歳層が高く（共
に 10%を超えている）、特に今治市は、15－19 歳層が 26.2%、20－24 歳層で 14.2%と他の３市よ
り高い。 
以上のように、女性の労働力状態は、年齢と配偶関係によって大きく異なる。15－19 歳層は
「通学」者が圧倒的に多く、労働力化しているのは十数％にすぎない。 
未婚女性は、20 歳以上層になると大半が労働力化し、その多くは「おもに仕事」に従事し、
50 歳代後半から「家事」と「その他」が増加してくる。なお、四国中央を除いて、20～59 歳層
は 10%前後の「完全失業者」が存在している。 
他方、有配偶女性は、20－24 層では 37%（新居浜市は 42.5%）しか労働力化せず、６割前後
（新居浜は 53.8%）が「専業主婦」である。そして、年齢の上昇とともに労働力化率は上昇す
るが、「主婦パート」が増加し、「主に仕事」に従事する者の割合が低下する。50 台後半から労
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働力化率は低下し、「専業主婦」と「その他」が増加する。 
どの年齢層をとっても、今治市は労働力化率、「おもに仕事」の割合が低く、「専業主婦」割
合が高いのに対して、四国中央市は労働力化率、「おもに仕事」の割合が高く、「専業主婦」割
合が低くい。そして、新居浜と西条その中間にある。 
なお、失業と結婚の関係を見てみると、どの年齢層も失業率は未婚者の方が高い。県・４市
とも男性の有配偶率が 50%を超える年齢層である 30～34 歳層を見てみると、有配偶者の失業率
に比べ、未婚者の失業率は５倍以上になり、失業が結婚の障害要因になっていることが想定さ
れる。 
 
２－２．就業者の構造 
職業構成 
４市の職業（大分類）構成は（表 15）、生産工程従事者、事務、販売、専門技術、サービス
職業で、この５職業で７割以上を占めている。全国平均と比べると、生産工程従事者の割合が
多く（これは、Ⅰ章で見たように４市とも工業都市であることの反映である）、販売従事者の割
合が少ない（特化係数 0.8 前後）。また、保安職はその数も少なく、全国平均と比べてもその割
合は特に低い（特化係数 0.52～0.64）。保安職の少ないのは、４市に自衛隊の駐屯地がないこと
がその要因の一つになっていると思われる。これらが 4 市共通の姿である。 
4 市それぞれの特性を見ておくと、今治市は、農林漁業（6.4%）と管理的職業（3.5%）も比較
的多くおり、他方、生産工程従事者の割合は２割を切っており、他の３市に比べ比較的分散し
た職業構成となっている。他方、四国中央市は生産工程従事者の割合が 25.5%（特化係数 1.80）、
輸送・機械運転を加えると３割を超え、生産関連職業の割合が非常に高く、サービス職業の割
合が他の３市に比べ低い（同 0.84）のが特性である。新居浜市と西条市の職業構成は似かよっ
ており、今治市と四国中央市の中間に位置すると言ってよい。しいて違いをあげれば、農林漁
業従事者割合で、新居浜市は 1.5%で全国平均に比べても少なく（特化係数 0.38）、西条市は 7.8%
で全国平均の２倍の割合である。 
職業構成は、もちろん、男女によって異なる。傾向は全国の男女の違いと同様である。つま
り、管理的職業、生産工程従事者、輸送・機械運転は男性に多く、専門技術、事務、サービス
職業は女性に多い。専門的・技術的職業に女性割合が多いのは、学校教員（小中学校）、看護師、
保育士、介護関連専門職に女性が圧倒的に多いことによる。 
４市間の相違を見ると、男性では、今治市は相対的に管理的職業と農林漁業従事者の割合が
多く（5.3%と 7.4%）、生産工程従事者の割合が少ない（25.6%）。新居浜市は専門・技術的職業の
割合が多く（12.1%）、農林漁業従事者の割合が少ない（1.9%）。西条市は販売従事者の割合が少
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なく（8.3%）、農林漁業従事者の割合が多い（8.6%）。四国中央市は生産工程従事者が圧倒的に
多く３割を超え（31.5%）、輸送・機械運転の割合も多い（9.0%）。専門的・技術的職業とサービ
ス職業の割合は小さい（7.3%と 4.3%）。 
特化係数で 1.20 超える職業は、４市とも生産工程従事者が入り、他の職業では、今治市は農
林漁業従事者、管理的職業従事者、新居浜市は建設・採掘従事者、西条市は農林漁業従事者、
建設・採掘従事者、四国中央市は輸送・機械運転従事者である。他方特化係数 0.8 未満は、４
市とも保安職業従事者が入り、それを除くと新居浜市は農林漁業、販売従事者、西条市は事務、
販売、サービス職業従事者、四国中央市の専門的・技術的職業、事務、販売、サービス職業従
事者である。 
女性では、今治、新居浜、西条の３市には、新居浜市の農林漁業従事者の割合の少なさ（1.0%）
を除いて、それほど大きな違いは見られないが、四国中央市は、男性と同様に生産工程従事者
の割合の多さ（17.8%）とービス職業の割合の少なさ（16.6%）が目立つ。 
表 15  4 市職業構成の特性 
 男 女
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
総数（職業大分類） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
管理的職業 3.6 5.3 3.3 3.3 4.2 0.8 1.0 0.7 0.7 0.9
専門・技術的職業 13.4 10.7 12.1 10.4 7.3 15.9 16.2 18.0 16.9 14.3
事務従事者 12.9 10.4 10.0 9.8 9.5 25.7 25.0 24.7 22.2 24.0
販売従事者 13.6 10.5 10.5 8.3 10.2 13.2 13.3 13.1 12.3 11.4
サービス職業 6.5 5.4 5.1 4.6 4.3 18.1 19.4 21.5 20.7 16.6
保安職業 2.9 1.9 1.7 1.8 1.6 0.2 0.1 0.1 0.0 0.1
農林漁業従事者 4.3 7.4 1.9 8.6 4.9 3.4 5.0 1.0 6.8 3.9
生産工程従事者 17.6 25.6 28.2 29.2 31.5 9.7 12.0 8.9 10.6 17.8
輸送・機械運転 5.9 6.8 6.7 6.4 9.0 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
建設・採掘従事者 7.7 9.0 10.5 10.0 7.1 0.2 0.2 0.3 0.3 0.1
運搬・清掃・包装等 5.7 5.1 6.1 5.4 6.8 6.9 6.1 8.3 7.7 7.6
管理的職業 1.00 1.49 0.92 0.92 1.18 1.00 1.26 0.90 0.85 1.22
専門・技術的職業 1.00 0.80 0.91 0.78 0.54 1.00 1.02 1.13 1.06 0.90
事務従事者 1.00 0.80 0.77 0.76 0.74 1.00 0.97 0.96 0.86 0.93
販売従事者 1.00 0.77 0.77 0.61 0.75 1.00 1.01 0.99 0.93 0.86
サービス職業 1.00 0.82 0.78 0.71 0.66 1.00 1.07 1.19 1.14 0.92
保安職業 1.00 0.65 0.57 0.59 0.54 1.00 0.43 0.42 0.21 0.28
農林漁業従事者 1.00 1.73 0.44 2.01 1.15 1.00 1.46 0.28 1.97 1.14
生産工程従事者 1.00 1.46 1.60 1.66 1.79 1.00 1.24 0.92 1.10 1.83
輸送・機械運転 1.00 1.15 1.12 1.08 1.51 1.00 1.05 1.04 0.87 0.97
建設・採掘従事者 1.00 1.16 1.36 1.30 0.92 1.00 0.89 1.29 1.34 0.62
運搬・清掃・包装等 1.00 0.88 1.06 0.94 1.18 1.00 0.89 1.20 1.13 1.10
特化係数（全国＝1.00）
出所：2010年国勢調査より作成
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特化係数で見ると、男性とは異なった職業構成が見られる。1.2 以上の職業は、今治市は農
林漁業と管理的職業および生産工程従事者、新居浜市は建設・採掘と運搬・清掃・包装等従事
者、西条市は農林漁業と建設・採掘従事者、四国中央市は生産工程従事者と管理的職業だけで
ある。他方特化係数 0.8 未満は、４市とも保安職業従事者が入り、それを除くと、今治市と西
条市は無く、新居浜市の農林漁業と四国中央市の建設・採掘従事者だけである。 
つまり、全国平均の姿と比較すると、男性は４市とも生産工程従事者への特化が著しく、専
門技術的職業、事務、販売、サービス職業従事者の割合が少なく、工業都市の特性を典型的に
示している。女性は生産工程従事者の割合が相対的に多いとはいえ、各職業の特化度の差はそ
れほど大きくなく、全国平均の姿に近くなっている。つまり、４市の製造業は男性雇用型なの
である。 
従業上の地位構成－女性に多い非正規雇用者－ 
従業上の地位構成（表 16）は、４市とも正規雇用者割合が最大であり、ついで、非正規雇用
者（派遣社員、パート・アルバイト・その他）、自営業就業者（業主＋家族従業者）、役員の順
である。 
今治市は、雇用者割合がやや少なく、自営業就業者の割合が多い。新居浜市は、雇用者割合
が最も多いが、その内非正規雇用者が多い。また、自営業就業者の割合が最も少ない。西条市
は、比較的自営業従業者割合が高い。四国中央市は正規従業者の割合が最も高い。 
しかし、男女別に見ると、異なった姿が表れる。 
男性の正規雇用者は新居浜と四国中央がやや高く 68%前後で、今治市と西条市は 63%前後であ
る。非正規雇用者は４市とも１割程度で、役員は今治と四国中央市がやや多く８％強で、西条
は 6.8%とやや少ない。自営就業者は市によって異なり、今治と西条が多く（19.3%と 17.3%）、新
居浜と四国中央はやや少ない（12%前後）。 
男性は女性よりも雇用者割合が低いが、雇用者の 90%弱が正規労働者であるの対し、女性は
非正規雇用者の割合が多く、四国中央を除いて雇用者の５割以上（四国中央は 44.5%）を占め
ており、そして非正規の３／４以上が女性（今治 78.4%、新居浜 76.6%、西条 74.6%、四国中央
78.5%）である。役員は、数は少ないが、７割以上が男性である。 
全国の姿と比較すると、特化係数が 1.20 以上となるのは、今治市が男女自営業従業者、新居
浜市が女性役員、西条市が女性自営業就業者、四国中央市が女性正規雇用者、女性役員である。
他方、0.80 未満は４市の男性非正規雇用者である。つまり、全国の姿と比較すると、正規雇用
者の割合がやや多く、男性の非正規雇用者の割合が相当少なく、女性役員の割合が多い（この
背景は、実態としての自営業が、形式的に法人組織となり、家族、その多くは妻、が役員の肩
書を持ったことによると思われる）。 
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表 16  ４市従業上の地位構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自営業就業者が今治市と西条市に多いのは農業就業者が比較的多いことの反映である。 
夫婦世帯の就業状態 
夫婦の就業状態を、片働き世帯（夫婦、どちらかが就業、片方が非就業）は、今治市が 34.0%
とやや多く、四国中央市がやや少ない（30.1%）。反対に共働き世帯は四国中央市が 46.2%で全国
平均よりも 2.7 ㌽高く、今治市が 39.6%全国平均より 3.9 ㌽少ない（表 17）。 
日本の雇用者家族の典型と思われていた「夫が働き、妻は専業主婦」と言うタイプの割合は、
正規 非正規
総数 全国 77.6 51.1 26.6 5.3 13.0
今治市 73.4 51.8 21.6 6.8 17.8
新居浜市 81.0 56.6 24.4 5.7 11.1
西条市 76.6 53.5 23.1 5.4 16.2
四国中央市 77.5 57.4 20.0 6.5 13.1
男 全国 74.9 61.6 13.3 7.1 14.0
今治市 70.5 62.2 8.3 8.5 19.3
新居浜市 78.3 68.4 9.9 7.2 12.1
西条市 73.9 63.7 10.2 6.8 17.3
四国中央市 75.2 67.1 8.0 8.2 13.8
女 全国 81.3 37.0 44.4 2.9 11.8
今治市 77.2 37.8 39.4 4.5 15.9
新居浜市 84.5 40.7 43.8 3.6 9.7
西条市 80.2 39.8 40.4 3.4 14.7
四国中央市 80.4 44.6 35.8 4.4 12.0
特化係数
総数 全国 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
今治市 0.94 1.01 0.81 1.27 1.37
新居浜市 1.04 1.11 0.92 1.06 0.85
西条市 0.99 1.05 0.87 1.01 1.24
四国中央市 1.00 1.12 0.75 1.23 1.00
男 全国 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
今治市 0.94 1.01 0.63 1.19 1.38
新居浜市 1.05 1.11 0.75 1.01 0.86
西条市 0.99 1.03 0.77 0.96 1.23
四国中央市 1.00 1.09 0.61 1.15 0.99
女 全国 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
今治市 0.95 1.02 0.89 1.52 1.35
新居浜市 1.04 1.10 0.99 1.25 0.82
西条市 0.99 1.08 0.91 1.18 1.25
四国中央市 0.99 1.21 0.81 1.50 1.02
出所：2010年国勢調査より作成
総数に対する割合(%)
業主＋家族
従業者
雇用者 役員
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全国平均でもそうであるが、４市の夫雇用者世帯を見ると４市ともに少数派で、共働き世帯が
63%（四国中央市）～54%（今治市）を占めている。ただし、すでに見たように有配偶女性は非
正規雇用の割合が高く、共働きといっても妻は「主婦パート」が多いのである。 
夫婦とも非不就業の世帯は４市とも全国平均（19.3%）より多く、なかでも今治市は 26.2%で
全国平均よりも７㌽も多い。これは４市の高齢者夫婦世帯が全国平均より高いことが一つの要
因と思われる。 
夫婦世帯の就業形態は、どのタイプを取っても、今治市と四国中央市が対局で、新居浜市と
西条市はその中間に位置している。 
高齢者および高齢者世帯の就業状態 
高齢化が進む中で、高齢者の状態は地域社会、市行政にとっても重要な意味を持っている。
ここでは高齢者・家族の労働力・就労状態を見ておこう。 
65 歳以上人口の就業率は（表 18）、男女とも新居浜市はやや低く（男 22.1%、女 10.7%）、今
治浜市男 28.0%、女 12.2%、西条市男 27.1%、女 12.7%で、四国中央市は男 25.8%で女性は 14.0%
と高い。その内、「主に仕事」をしている者は、男性が就業者の８割強である。女性の就業率は
11～14%程度で、その内の５割以上が「主婦パート」（「家事の傍ら仕事」）である。他方働いて
いない者は（非労働力人口）は、男性は 70%前後（新居浜市はやや多く 73.5%）である。非労働
夫が就業者計＝100.0
世帯総数 片働き世帯
うち妻が就
業者
共働き世帯
無職夫婦
世帯
共働き夫
婦割合
うち夫が
雇用者
全国 100.0 33.1 3.9 43.5 19.2 59.5 57.2
愛媛県 100.0 31.7 4.4 43.2 24.3 61.2 58.2
今治市 100.0 34.0 4.1 39.6 26.2 56.9 54.3
新居浜市 100.0 32.3 4.7 41.0 25.3 59.7 58.1
西条市 100.0 31.2 4.4 43.9 24.1 62.0 60.1
四国中央市 100.0 30.1 5.1 46.2 22.6 64.8 63.4
注：共働き夫婦割合＝妻が就業者／夫が就業者＊100
一般世帯の夫婦の就業状態
出所：2010年国勢調査より作成
表 17  一般世帯の夫婦の就業状態 
特化係数（全国＝１）
全国子 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
全国 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
男女計 14.6 11.5 10.5 11.5 13.1 1.00 0.79 0.72 0.79 0.90
男 21.0 18.6 18.6 18.2 16.3 1.00 0.89 0.89 0.87 0.78
女 12.0 9.5 9.6 9.5 12.1 1.00 0.79 0.80 0.79 1.00
出所：2010年国勢調査より作成
 
表 18  65 歳以上単独世帯就業者割合 
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力は男性が７割強で、女性は 85%以上でその３割以上が「家事」専念である。 
夫婦のみの高齢者世帯（夫婦とも 65 歳以上）の就業状態は（表 19）は、片働き世帯が 10%
前後、共働き世帯が 8.6（新居浜市）～14.0%（今治市）である。新居浜市は片働き、共働きと
もに全国平均を数ポイントも下回っている。非就業世帯は４市とも全国平均（65.8%）より多い
７割以上である。特に新居浜市は高率（76.7%）で全国平均を 10.9 ㌽も上回っている。 
４市とも、高齢者割合、非就業単身高齢者割合、高齢者非就業世帯割合が全国平均より多い
割合で存在していることは、高齢者介護、高齢者扶養の課題を地域社会に突き付けることとな
る。 
 
表 19  夫婦のみ・夫婦とも 65 歳以上世帯の夫婦の就業状態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ．東予４市の都市構造 
 
１． 市民生活 
１－１．４市の経済 
市民所得と市財政 
2011 年度の市民所得は、今治市 5,638 億円、新居浜市 3,747 億円、西条市 3,556 億円、四国
中央市 3,048 億円、それぞれ、愛媛県（38,045 億円）の今治市が 14.8%、新居浜市 9.8%、西条市
9.3%、四国中央市 8.0%を占め、松山市（33.8%）に次ぐ２～５位の位置にある。１人当たりの市
民所得は、今治市 341.6 万円、新居浜市 309.0 万円、西条市 318.1 万円、四国中央市 340.1 万円
で松山市、愛媛県、全国よりも高く、全国を１とする特化係数で見ると、今治市と四国中央市
は 1.6 超し、西条市と新居浜市は 1.5 前後である。ただし、１人当たりの「市民所得」の大き
さは、市民の所得の大きさ、つまり個人所得の大きさ、市民一人一人の豊かさの度合いを意味
するものではない。 
総数
総数
妻が就業
者=共働き
妻が非
就業者
総数
妻が
就業者
妻が非就業者=
非就業世帯
全国 8.4 100.0 24.7 11.8 12.3 69.3 3.4 65.8
愛媛県 10.6 100.0 24.2 13.4 10.7 75.3 3.1 72.1
今治市 11.6 100.0 26.3 14.0 12.3 73.6 2.9 70.7
新居浜市 11.6 100.0 18.1 8.6 9.3 80.6 3.8 76.7
西条市 11.8 100.0 23.6 12.7 11.0 76.3 3.2 73.1
四国中央市 10.5 100.0 23.7 13.2 10.3 75.9 3.9 71.9
出所：2010年国勢調査より作成
夫が非就業者夫が就業者
夫婦のみでともに65
歳以上世帯の割合
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市民所得の構成要素を見ると、雇用者所得の占める割合は、全国 70.1%、愛媛県 58.8%、松山
市 64.6%であるのに対して、今治市はわずか 45.3%、一番多い新居浜市にしても 53.4%しかない。
他方、企業所得割合は、全国平均 23.8%（うち民間法人企業 13.1%）であるのに対して、今治市
50.7%（同、42.3%）、新居浜市 42.1%（同 34.0%）、西条市 43.8%（同 34.6%）、四国中央市（同 34.3%）
で、特化係数では 2.6 強（今治市は 3.23）で、全国平均を大きく上回る。つまり、４市は民間
法人の所得割合が著しく大きいのである。 
なお、４市の市民所得金額の 2001 年以降の対前年比の変動は、今治市＋14.9（11 年）～－
9.6（05 年）、新居浜市＋22.7（06 年）～－26.2（08 年）、西条市＋8.5（10 年）～－16.0（08 年）、
四国中央市＋7.0～－10.8（05 年）で相当大きく変動している。特に新居浜市のそれは振幅が大
きい。うち雇用者報酬は今治市＋2.0（10 年）～－3.4（01 年）、新居浜市＋2.1（10 年）～－4.3
（09 年）、西条市＋2.5（10 年）～－4.0（09 年）、四国中央市＋2.1（10 年）～－4.3（09 年）と
比較的小幅であり、また個人企業所得も４市を通して、＋7.3（今治市 10 年）～－8.3（今治市
08 年）とそれほど大きくはない。これに対して、民間法人企業の変動幅は、今治市＋46.0（11
年）～－31.0（05 年）、新居浜市＋65.0（06 年）～－64.4（08 年）、西条市＋46.5（09 年）～－
46.9（08 年）、四国中央市＋26.7（09 年）～－26.0（08 年）と非常に変動幅が大きい。つまり、
４市の「市民所得」を大きく変動させているのは景気変動の影響を直接的に受ける民間法人所
得なのである。 
市の財政規模（12 年度歳入決算額）は、今治市 799 億円、新居浜市 481 億円、西条市 470 億
円、四国中央市 410 億円である。歳入総額を市民１人当たりにすると、今治市 491,325 円、新
居浜市 386,653 円、西条市 412,362 円、四国中央市 445,747 円で、今治市が大きく、新居浜市が
最も小さい。 
市歳入の主要構成要素は、４市とも市税、地方交付税、国庫・県出金及び市債であり、自主
財源と市債比率は、それぞれ、今治市 40.6%・13.8%、新居浜市 53.3%・11.8%、西条市 44.9%・11.0%、
四国中央市 47.9%・19.0%であり、自主財源比率は新居浜市が最も高く、今治市は最も低い。 
歳入のうち市税（その主要なものは市民税と固定資産税）の占める割合は、今治市 25.3%、
新居浜市 38.6%、西条市 33.5%、四国中央市 36.9%であり、うち市民税は、今治市 96.2 億円（歳
入総額に占める割合 12.0%）、新居浜市 77.0 億円（同 16.0%）、西条市 63.2 億円（同 13.4%）、四
国中央市 56.5 億円（13.8%）である。市民税の内個人市民税の占める割合は、今治市 69.9%、新
居浜市 72.7%、西条市 70.4%、四国中央市 73.2%である。 
つまり、今治市は市民１人当たりの財政規模は大きいが、市税を中心とする自主財源が少な
く、市民税の割合も小さい。新居浜市は１人当たりの財政規模は小さいが、自主財源率は高く、
市税の占める割合も相対的に高い。西条市とは４市の内、諸指標で３位、四国中央市は２位の
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位置にある。なお、総務省による財政力指数は、今治市 0.58%、新居浜市 0.73%、西条市 0.71%、
四国中央市 0.81%であり<総務省「2012 年度地方公共団体の主要財務指標一覧」>。財政の健全度から
いえば、四国中央市が最も高く、今治市が最も低い。 
市民税のうち個人市民税（均等割＋所得割）の占める割合は 70%前後である。ただし、その
変化を見ると、個人市民税の対前年比の増減割合は、今治市＋21.8%（07 年度）～－4.2%（11
年度）、新居浜市＋28.3%（07 年度）～－7.2%（10 年度）、西条市＋30.6%（07 年度）～－7.4%（10
年度）、四国中央市＋22.1%（07 年度）～－4.6%（10 年度）と振幅があるが、法人市民税の振幅
はもっと大きく、今治は＋24.3%（10 年度）～－23.9%（11 年度）、新居浜市＋61.9%（07 年度）
～－46.5%（09 年度）、西条市＋52.7%（10 年度）～－41.3%（09 年度）、四国中央市＋24.7%（10
年度）～－13.7%（11 年度）もあった。４市とも 10 年度は大きく増加したが、11、12 年度はマ
イナスであり、特に今治市と四国中央の減少が著しい。法人市民税収入の不安定さが明らかで
ある。 
１人当たりの所得水準（推定） 
いくつかの指標を使って４市の雇用者の所得水準を推計してみよう（表 20）。 
国民所得統計（国・愛媛県・市）のうちの雇用者報酬額を使って雇用者（全産業、企業・団
体役員、議員等を含む）１人当たりの年間報酬額を推計すると、11 年度の全国平均は 490 万円
強であるのに対して、４市は 423.8 万円（新居浜市）～432.3 万円（西条市）で、全国平均の
85%前後でしかない。しかも４市とも 10 年度に比べ減少し、全国との格差が拡大している。 
12 年の製造業の常用労働者の給与では４市間に大きな格差が見られる。新居浜市は 581 万円
で全国平均の 1.3 倍強、西条市は 489 万円で 1.2 倍強あるのに対して、今治市は 426 万円で全
国平均の 89.5%しかない。新居浜市と今治市では 230 万円の差が見られる。これは、Ⅰで見た
全国 愛媛県 松山市 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
実額 雇用者報酬 2010年度 493.2   428.4   422.6    433.5   424.3   433.1   431.0   
2011年度 496.6   427.0   421.3    431.8   423.8   432.3   430.4   
製造業常用労働者の給与  2012年 436.5   405.8   357.0    390.5   580.6   489.0   425.7   
個人市民税額　2012年(単位：円) 438.9    39,336 45,009 3,906   44,981 
雇用者報酬 2010年度 100.0   86.9    85.7     87.9    86.0    87.8    87.4    
2011年度 100.0   86.0    84.8     87.0    85.3    87.1    86.7    
製造業常用労働者の給与額 100.0   93.0    81.8     89.5    133.0   112.0   97.5    
注：雇用者報酬＝2010、11年度の国民所得・市町村民所得の内雇用者報酬÷(10年国勢調査の雇用者数＋役員数)
　　製造業常用者給与額＝2012年工業統計の給与総額÷常用労働者数
　　報酬、給与共に、給与、社会保険、交通費等、企業が支出する分も含まれている。
個人市民税額＝個人市民税額÷住民登録人口
単位：万円(年額)
出所：2010年国勢調査、国民所得統計、愛媛県市町村民所得統計、12年工業統計、４市12年度決算より計算
水準
／対
全国
 
表 20  １人当たり 所得(推計) 
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ように、新居浜市や西条市には相対的に賃金水準の高い住友系企業や一部上場の大手企業の工
場が比較的多く存在するのに対して、今治市は規模の小さい工場が比較的多く存在しているこ
とによると思われる。 
また、12 年度個人市民税の１人当たりの年税額を計算すると、今治市 39,336 円、新居浜市
45,009 円、西条市 39,036 円、四国中央市 44,981 円で、新居浜市民と四国中央市民の所得が高
く、今治市民と西条市民の所得が相対的に少ないということが読み取れる。 
生活保護世帯・人員の増加 
４市とも生活保護世帯と人員及び保護率が増加している。07 年度からの推移を見ると（表 21）、
保護世帯数は、今治市は 1,140 人から 12 年度には 1430 世帯（07 年度比 125%）に、新居浜市は
844 世帯から 1,035 世帯（同 122%）に、西条市は 371 世帯から 443 世帯（同 120%）に、四国中
央市も 09 年度までであるが、338 世帯から 473 世帯（同 140%）に増加している。受給人員も同
様に増加している。また、保護率（人口 1.000 人当たり）も増加し、今治市と新居浜市は 11 年
度に 10‰を超した。西条市と四国中央市の保護率は、09 年度段階ではまだ低位であるが、四国
中央市の増加率は著しく、12 年度には 10‰を超しているのではないかと思われる。 
周知のように、生活保護を申請しない（衿持、世間体）、また、出来るだけさせない行政方針
（「水際作戦」）の下で、生活保護費未満の所得者が多数存在している。４市においてもそのよ
年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2008 2009 2010 2011 2012
保護世帯数 指数（０７年度＝100)
今治市 1,140 1,157 1,235 1,287 1,384 1,430 101.5 108.3 112.9 121.4 125.4
新居浜市 844 867 925 938 988 1,035 102.7 109.6 111.1 117.1 122.6
西条市 371 377 408 401 408 443 101.6 110.0 108.1 110.0 119.4
四国中央市 338 377 473 111.5 139.9 - - -
保護人員数
今治市 1,485 1,480 1,566 1,646 1,779 1,884 99.7 105.5 110.8 119.8 126.9
新居浜市 1,045 1,074 1,148 1,157 1,225 1,286 102.8 109.9 110.7 117.2 123.1
西条市 446 454 494 473 479 513 101.8 110.8 106.1 107.4 115.0
四国中央市 441 489 623 110.9 141.3 - - -
保護率(‰)
今治市 8.60 8.65 9.21 9.76 10.68 11.20 100.6 107.1 113.5 124.2 130.2
新居浜市 8.45 8.60 9.32 9.40 10.10 10.60 101.8 110.3 111.2 119.5 125.4
西条市 3.95 4.03 4.41 102.0 111.6 - - -
四国中央市 4.78 5.33 6.83 111.5 142.9 - - -
出所：上記注のデータ出所より作成。
注：　2007～０９年度は愛媛県データ(翌年3月末現在）。10～12年度の今治市と新居浜市の両市統計書（月平均）。
西条市は「生活保護世帯、人員数」としてのデータが得られなかったため、生活保護の内の「医療扶助」のデータで
代用（生活保護計よりも若干少ない）。四国中央市のデータは得られなかった。
 
表 21  生活保護状況 
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うな低所得者が存在していることは想定に難くない。 
10 年３月末時点での被生活保護世帯の類型（愛媛県データ）によれば、被保護世帯の 37.5%
（四国中央市）～49.3%（西条市）が高齢者世帯、また単身世帯が 82%強（四国中央市は 78.8%）
を占めている。 
高齢者、特に非就業者・非就業世帯の増加は低所得者、生活保護世帯・人員の増加を伴う。
高齢化、単身化、非就業世帯が増加しつつある４市は今後も生活保護世帯・人員、低所得者が
増加していくであろう。 
要支援・要介護者の増加 
４市とも、すでに見たように、高齢者の増加が著しい。それにもなって、要支援・要介護者
も増加している（表 22）。2008 年度から 12 年度の推移を見ると、要支援者は、今治市 2,366 人
から 2,539 人（増加率 7.3%）、新居浜市 1,699 人から 1,887 人（同 11.1%）、西条市 1,423 人から
1,586 人（同 11.5%）四国中央市 1,177 人から 1,419 人（同 20.6%）と増加している。 また、要
介護者は、今治市 6,560 人から 7,997 人（増加率 21.9%）、新居浜市 5,184 人から 5,868 人（同
13.2%）、西条市 3,963 人から 4,569 人（同 15.3%）四国中央市 3,561 人から 4,124 人（同 15.8%）
の増加で、四国中央市を除いて、要支援者数の増加率より要介護者の増加率が高い。介護度の
高い者の増加が著しいのである。 
2012 年度の 65 歳人口 1,000 人当たりの要支援者・要介護者率（愛媛県集計）を見ると、要
支援者率は 50.8‰（今治市）～57.9‰（四国中央市）、要介護者率は 150.0‰（西条市）～175.3‰
（新居浜市）となっている。そして自立・自律がほぼ不可能な要介護４，５にある者の要支援・
要介護者全体に占める割合は、今治市 25.5%、新居浜市 25.0%、西条市 26.1%、四国中央市 26.7%
 
表 22  要支援・要介護認定者数 k推移 
指数（08年度＝100.0)
2008
年度
2009
年度
2010
年度
2011
年度
2012
年度
12年度被
認定者率
（‰）
2009
年度
2010
年度
2011
年度
2012
年度
要支援 2,366 2,355 2,380 2,371 2,539 50.76 99.5 100.6 100.2 107.3
要介護 6,560 6,890 7,225 7,718 7,997 159.86 105.0 110.1 117.7 121.9
要支援 1,699 1,570 1,522 1,682 1,887 56.36 92.4 89.6 99.0 111.1
要介護 5,184 5,437 5,777 5,883 5,868 176.26 104.9 111.4 113.5 113.2
要支援 1,423 1,435 1,452 1,490 1,586 52.05 100.8 102.0 104.7 111.5
要介護 3,963 4,126 4,292 4,434 4,569 149.96 104.1 108.3 111.9 115.3
要支援 1,177 *1152 *1158 *1169 1,419 57.88 ＊ ＊ ＊ 120.6
要介護 3,561 *3640 *3683 *3741 4,124 168.88 ＊ ＊ ＊ 115.8
出所：今治市、新居浜市、西条市は市統計書、四国中央市は「事業計画」より作成
注：四国中央市の０９～11年度の数値は市の推計値。12年度の数値は県の集計（12年12月末現在）てある。市の推計値は実際
より少ないと推定される（12年度の市の推定値は、要支援者1,180人、要介護者3.803人であった。
認定率＝６５歳以上人口1,000人当たりの認定者数（‰）。65歳人口は住民登録人口。今治市と四国中央市は12年12月末、新
居浜市と西条市は12年４月1日現在。なお、四国中央市の被認定者率は、県データの認定者数で計算。
今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
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と４市とも３／４以上に達しているのである。しかも、高齢化がますます進展していくことが
想定される中で、より要介護度の高い人口が増加していくことが想定される。 
 
２．住民の生活環境 
２－１．都市サービス施設 
市民が日常生活上必要とする都市サービス機関の布置状況を見てみよう。 
金融機関・郵便局 
４市の金融業は、2012 年経済センサス（2.1 現在）によれば、銀行業は今治市 35、新居浜市
18、西条市 18、四国中央市 16 事業所で、協同組合金融業事業所が、今治市 12、新居浜市 9、
西条市 8、四国中央市 12、郵便局は、今治市 37、新居浜市 23、西条市 20、四国中央市 17 であ
るが、14 年６月時点で詳細に見てみると、金融機関（銀行、信金、農協等）および郵便局の数
は以下のとおりで、金融業は経済センサスの数よりかなり多く、郵便局も若干多い（表 23）。 
今治市は、都銀のみずほ銀行の支店の他、地銀の伊予銀行（本店松山市）16 支店、愛媛銀行
（本店松山市）10 支店を中心に、中国・四国地方の地銀７行・７支店があり、33 支店が進出し
ている。また、郵貯銀行も１支店ある。信用金庫は愛媛信金（本店松山市）の 10 支店ある。新
居浜市には、都銀の三井住友銀行の他、伊予銀行８支店、愛媛銀行６支店中心に 19 支店（他県
に本店のある地銀の支店は４行・４支店）があり、信用金庫は愛媛信金（２支店）と東予信金
（本店新居浜市）４本支店がある。西条市には都銀の支店は無く、伊予銀行８支店、愛媛銀行
６支店と他県に本店を持つ都銀３行３支店の計 16 支店があり、愛媛信金（３支店）と東予信金
の３支店がある。四国中央市も都市銀行の支店は無く、伊予銀行５支店、愛媛銀行５支店と他
県に本店のある地銀３行・５支店があり、信用金庫が川之江信金（本店四国中央市）６本支店、
愛媛信金２支店、東予信金３支店の計 12 本支店がある。なお各市に労働金庫が各１支店ずつあ
る。 
農協の金融部門であるＪＡバンクが、今治市に２農協（越智今治、今治立花）31 本支店、新
居浜市に１農協（新居浜）10 本支店、西条市に２農協（西条、周桑）26 本支店、四国中央市に
都銀 地銀 信用金庫 労働金庫 農協 郵貯銀行 合計 郵便局
今治市 1 33 9 1 31 1 76 42
新居浜市 1 18 6 1 10 - 36 25
西条市 － 16 6 1 25 - 48 26
四国中央市 － 17 12 1 14 - 43 21
出所：金融機関・銀行コード検索及び日本郵政ＨＰより作成（2014.6.30時点）
 
表 23  ４市の金融機関店舗（出張所を含む）及び郵便局数 
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１農協（うま）14 本支店がある。 
今治市は都銀、郵貯銀行の支店もあり、中国・四国地方に本店を置く地銀の支店数も多く東
予地域の金融業の中心になっている。ＪＡバンクの店舗は、当然のことながら、比較的農家数
の多い今治市と西条市に多い。新居浜市は都銀の支店（三井住友）があることが特色で、これ
はすでに述べたように、新居浜市には古くから住友系の事業所が多くあることにより、合併前
の住友銀行の支店がかなり前から置かれていた。 
郵便局は、今治市 42、新居浜市 25、西条市 26、四国中央市 21 である。 
教育－学校・塾 
2012 年の経済センサスによれば、民営の学校教育事業所は今治市 23、新居浜市 14、西条市
10、四国中央市５しかない。 
すでに述べたように、４市とも 18～22 歳層の人口割合、20～24 歳層の在学者割合が全国平
均に比べ極端に少ないことが人口構成の特性の一つであった。それは、４市から通学可能圏内
に高等教育機関が少ないことによる。14 年４月現在の４市の学校の設置状況を見てみよう。 
高等学校 
東予地方の県立高等学校は、今治市９（内、中高一貫校１、分校１、工業１）、新居浜市５（工
業１、商業１）、西条市５（農業１）、四国中央市３、および上島町１の計 22 校＋１分校がある。
内、定時制併置校が各市に１校ずつ４校ある。校名に農工商の付いていない高校にも、工業科、
家庭科、総合学科、園芸科、デザイン科等が設置されている高校もある。学校数はここ 30 年以
上変化はない（ただし、09 年に１分校が廃止されている）が、学科・コース編成の多様化が生
じている。生徒数はここ数年減少傾向にある。なお、入学試験は基本的には東予地方を１学区
としている。私立高校は今治市に３校あるが、他３市には設置されていない。 
なお、具体的には記さないが、人口減によって以前から進行していた小中学校の統廃合が市
町村合併によって、さらに進んだ。特に今治市は高等学校も含めて小中学校の統廃合が進んで
いる。 
高等教育機関 
４年生大学はなく、短大が今治市に１校、国立高等専門学校が新居浜市と上島町に各１校設
置されているだけである。 
専門学校 
専門学校は、今治市２校（高等課程併置１）、新居浜市４校（高等課程併置１）、四国中央市
１校の７校設置されている。内、医療系（看護）が３校、医療＋福祉系１校がある。 
このように東予地方には高等教育機関が非常に少ない。国立愛媛大学をはじめ高等教育機関
の多くは県都松山市に集中している。それゆえ、８割近い進学者（大学、短大、高等専門学校、
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専門学校高等課程）の大半は東予地方以外に進学・転出となるのである。 
なお、学習塾は、人口 10,000 人当たりの事業所数は、全国平均（4.0）に比べ、今治市 5.0、
新居浜市 5.5、西条市 5.4、四国中央市 5.4 事業所と多い。地元に高等教育機関がなく、全国的
競争が求められる地域で、必然的に受験競争が激しくなり、塾・予備校の需要があることを示
しているのかもしれない。ただし、大手の予備校（河合塾、代々木ゼミナール、駿河台予備校）
の校舎進出はない。 
塾の従業者は、全国平均（27.4 人）に比べ、今治市 23.0、新居浜市 18.1、西条市 14.7、四国
中央市 13.1 人と相当少ない。つまり、小規模なのである。 
医療機関 
医療機関は教育機関に比べ東予地方は充実している。12 年の医療施設調査によると、一般病
院数と一般病床数は、今治市 29 病院・1,320 床（１病院当たり平均病床数 46.5）、新居浜市 10
病院・1,391 床（同 139.1）、西条市９病院・817 床（同 90.8）、四国中央市９病院・548 床（60.9）
である。その内、総病床数が 200 床を超える大規模総合病院は、今治市１、新居浜市４、西条
市２、四国中央市２あり、なかでも新居浜市の４病院は住友別子病院（401 床）をはじめ 300
床超である。新居浜市には大規模病院が多いのである。一般診療所数・病床数は、それぞれ、
今治市 114 所・377 床（１診療所当たり平均病床数 3.3）、新居浜市 97 所・234 床（同 2.4）、西
条市 96 所・154 床（同 1.6）、四国中央市 59・204 床（同 3.5）である。 
各市の主要病院は以下のとおりである<（ ）内は一般病床以外も含む総病床数>。 
今治市―県立今治病院（320 床）、済生会今治病院（191 床） 
新居浜市―県立新居浜病院（350）、愛媛労災病院（306 床）、十全総合病院（350 床）、住友別
子病院（401 床） 
西条市―市立周桑病院（350 床）、西条中央病院（242 床）、済生会西条病院（150 床）、村上
祈念病院（199 床） 
四国中央市―四国中央病院（255 床）、ＨＩＴＯ病院（257 床） 
人口１万人あたりの病院数、一般病床数、医師数等を見ると（表 24）、一般病院数は、４市
とも全国平均より多く、中でも今治市が 17.2（特化係数 2.90）と突出して多く、一般診療所数
ではほぼ全国平均並みで、四国中央市が 64.1 所（同 0.81）と他３市に比べやや少ない。また、
一般病床数を見ると、新居浜市の一般病院のそれが 1117.8（特化係数 1.58）と突出して多く、
四国中央市は全国平均よりも少ない。つまり、新居浜市は病床数の多い大規模病院が多く、全
国平均を上回り、一般診療所数は全国平均並み、病床数では全国平均を上回っている。 
医師の実数は今治市 313 人、新居浜市 280 人、西条市 188 人、四国中央市 136 人で、人口 10
万人あたりの医師数は全国平均（239 人）に比べ相当少ない。特化係数（全国平均＝１）で見る
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と 0.92（新居浜市）～0.62（西条市）しかない。つまり、医療機関数、一般病床数は全国平均よ
りも多く、一見充実しているように見えるが、人口 10 万人当たり医師数は全国平均より少ない。 
歯科診療所数と歯科医師数は今治市 91 所・117 人、新居浜市 54 所・87 人、西条市 55 所・64
人、四国中央市 36 所・50 人で、人口 10 万人当たりで見ると、４市とも全国平均（54.1 所・81.0
人）より少なく、特化係数で見ると 0.86（新居浜市）～0.67（四国中央市）しかない。つまり、
歯科は診療所数も医師数も全国平均より少ない。 
しかも、医療機関、医師には地域的偏在がある。４市の中には無医村、準無医村地区も存在
し、県の「僻地保健医療計画」の対象地域として僻地診療所が設置されている医療過疎地域が
ある。無医村地区は旧新宮村、純無医村地区は旧別子山村が指定（09.10）されており、旧関前
村、新居浜市大島地区（島嶼部、1953 年に合併）、別子山村、新宮村は僻地保健医療計画の対
象となっている（11.3 現在）*5。 
つまり、医療過密地域と医療過疎地域の偏在であり、医療過密地域は大規模病院のある都市
中心部で、僻地（島嶼部、山間部）は無医村を含む医療過疎地域となっている。 
福祉施設 
高齢化の深化（65 歳以上人口・高齢者夫婦世帯・独居老人の増加、要介護者の増加）により、
４市とも高齢者福祉が重要となってきている。４市の老人福祉・介護事業所の現況を見ておこ
表 24  人口 100,000 人あたりの一般病院・一般診療所・病床数、医師・歯科医師数 
医療機関数 病床数 医師数
全国 5.9 79.1 54.1 709.1 99.2 808.3 239.4 81.0
松山市　　　　 7.4 89.0 49.5 847.5 303.2 1150.8 409.5 70.5
今治市　　　　 17.2 67.5 53.9 781.8 223.3 1005.1 185.4 69.3
新居浜市　　　 8.0 78.0 43.4 1117.8 188.0 1305.9 225.0 69.9
西条市　　　　 7.9 84.2 48.2 716.4 135.0 851.4 164.9 56.1
四国中央市　　 9.8 64.1 39.1 595.4 221.6 817.0 147.8 54.3
特化係数
全国 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
松山市　　　　 1.25 1.13 0.92 1.20 3.06 1.42 1.71 0.87
今治市　　　　 2.90 0.85 1.00 1.10 2.25 1.24 0.77 0.86
新居浜市　　　 1.36 0.99 0.80 1.58 1.90 1.62 0.94 0.86
西条市　　　　 1.33 1.06 0.89 1.01 1.36 1.05 0.69 0.69
四国中央市　　 1.65 0.81 0.72 0.84 2.24 1.01 0.62 0.67
注：100,000あたりの人口は2012年3月31日現在住民登録人口を用いた。
医療施設数、病床数は12年10月1日、医師数は12年12月31日現在「医療施設調査」(2012年10月1日現在)
出所：厚生労働省「2012年医療機関調査」、「2012年医師、歯科医師、薬剤師調査」より作成
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う。 
2012 年の４市の民営老人福祉・介護事業所・従業者数は、09 年と比べると、事業所数、従業
者数とも増加しており、なかでも新居浜市の増加率は著しい。65 歳以上人口 10,000 人あたり
の事業所数、従業者数は、四国中央市を除いて全国平均より多く、特化係数で見ると、新居浜
市は事業所数で 1.70、従業者数で 1.48 と高水準である。今治市は全国平均並みで、西条市は比
較的高水準である。他方、四国中央市は 0.78、0.76 と全国平均の８割未満と低水準である。た
だし、この数値は民営のみである。 
愛媛県のデータによると（表 25）、公営も含めた老人福祉施設数は、今治市 49、新居浜市 22、
西条市 18、四国中央市 14（12.10.1 現在）となっている。入居型の高齢者福祉施設の種別設置
数は、今治市は定員 50 人程度の特別養護老人ホームを中心に数が多く（定員 29 人以下は０）、
新居浜市は定員 80 人以上と比較的大きい施設が多く、また、定員 30 人未満の小規模の地域密
着型の特養の割合も多い。65 歳以上人口 1,000 人当たりの収容定員数は、新居浜市が 27.4 人で
最も多く、四国中央市は施設数も収容定員も４市の中で最も少なく、65 歳以上人口 1,000 人当
たりの収容定員数も 19.5 人と４市の中で一番少ない（ただし、12 施設のうち市営が３施設あ
る）。 
65 歳以上人口 1,000 人あたりの収容定員数割合から見ると、今治市は養護老人ホームが、新
居浜市は特別養護老人ホームが比較的充実している。 
保健所・警察署・消防署 
なお、保健所、警察署、消防署の設置は次のとおりである。 
保健所は、今治、西条、四国中央の３保健所があり、今治保健所は今治市と上島町、西条保
健所は新居浜市と西条市、四国中央保健所は四国中央市が管轄となっている。 
警察署は、今治、伯方、新居浜、西条、西条西、四国中央の６署が置かれており、今治署は
島部を除く今治市を管轄区域とし、９交番・駐在所が置かれている。伯方署は上島町を含む旧
今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
今治市
新居浜
市
西条市
四国中
央市
今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
特養(広域型) 13 7 7 6(2) 651 490 420 450 12.7 13.8 13.3 12.3
特養(地域密着型) 0 6 3 2 - 174 87 54 - 4.9 2.8 1.5
養護老人ホーム 4(2) 1(1) 2(0) 2(1) 220 100 120 100 4.3 2.8 3.8 2.7
軽費老人ホーム 9 5 5 2 273 198 138 110 5.3 5.6 4.4 3.0
計 26 19 17 12 1,144 962 765 714 22.2 27.1 24.2 19.5
出所：愛媛県庁ＨＰ「高齢者のための施設」より作成
      ( )内は自治体設置施設数(内数)
     65歳以上人口は各市住民登録人口。今治市2013.11.30、新居浜市と四国中央市13.12.31.、西条市13.9.30現在
  施設数 定員数 65歳以上人口千人あたり定員数
注：広域型＝定員30人以上、地域密着型＝定員29人以下
 
表 25  ４市高齢者入所福祉施設（13.12.1 現在） 
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越智郡（島部）が管轄区域で、17 駐在所・３警察官派遣所（上島町の駐在所を除く）が置かれ
ている。新居浜署は旧新居浜市と今治市旧宮窪町四阪島を管轄区域とし、10 交番・駐在所が置
かれている。西条署は６交番・駐在所と２警察官派遣所が、西条西署は 10 交番・駐在所・２警
察官派遣所が置かれ、この２署で現西条市域を管轄している。四国中央署は四国中央市と旧別
子山村、つまり旧宇摩郡を管轄地域とし、11 交番・駐在所・２警察官派遣所が置かれている。
つまり、警察署の管轄区域は合併以前の郡・市単位を基本としたものになっている。 
消防署は、愛媛県消防局の下に４市にそれぞれ消防本部が置かれている。それぞれの下に消
防署・分署がある。その数は、今治市３消防署５分署、新居浜市２消防署１分署、西条市２消
防署１分署、四国中央市１消防署３分署である。 
今治市に交番・駐在所、消防署・分署が多いの、旧町村、しかも島嶼部が多いことによると
思われる。 
 
２－２．利便施設 
市民が日常的に利用する利便施設（小売店、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、
飲食店、娯楽施設、金融機関、郵便局等）の配置を見てみよう。 
小売店・スーパー・コンビニ 
すでに見たように人口の減少傾向の中で、４市の小売店は店舗数も従業員数も減少傾向にあ
る。ただ、無店舗小売業（通信販売、訪問販売、自動販売機による販売等）の事業所と従業者
は大幅に増加している。 
2012 年の経済センサスによって、人口１万人あたりの 4 市の小売業の店舗数と従業員数を見
てみよう（表 26）。 
小売業の事業所数は、全国平均よりも４市とも多く、特に今治市と四国中央市は特化係数で、
1.33 と 1.22 を示している。しかし、従業員数は４市とも全国平均より少ないが、特化係数では
全国 愛媛県 今治市 新居浜市 西条市 四国中央市
実数（所） 事業所数 81.6 98.1 108.3 91.7 87.3 99.3
従業者数 618.3 616.7 606.0 607.8 551.7 555.7
特化係数 事業所数 1.00 1.20 1.33 1.12 1.07 1.22
従業者数 1.00 1.00 0.98 0.98 0.89 0.90
事業所数、従業者数は12.2.1現在
出所：各市住民登録人口、2012年経済センサスより作成
注：人口数は住民登録人口。全国と四国中央市は12.3.31、愛媛県は12.2.1、今治市、新居浜市、
西条市は12.1.31現在。
 
表 26  人口 10,000 人あたりの小売業事業所、従業者数 
 － 33 － 
0.89（西条市）～0.98（新居浜市）でそれほど大きな差はない。 
比較的事業所数の多い、織物・衣服・身の回り品、飲食料品、機械器具、その他の（家具、
什器、医薬品、書籍・文具、スポーツ用品・玩具、写真機・時計等）について、特化係数を見
ると、今治市は全が 1.20 以上で、特に機械器具は 1.42、その他の小売業は 1.38 と多い。新居
浜市は、機械器具小売業が 1.30 で多く、次いで織物・衣服・身の回り品が 1.26 である。飲食
料品小売業は全国平均を下回っている。西条市は、1.20 を超えるのは機械器具小売業だけであ
り、織物・衣服・身の回り品小売業は 0.81 と全国平均を下回っている。四国中央市は、４小売
業種全てで全国平均を上回っており、特に機械器具小売業は 1.54 と全国平均の 1.5 倍強の事業
所の展開が見られる。 
 無店舗小売業（自動販売機による販売、通信・訪問販売等）の事業所は、09 年に比べ大幅に
増加したとはいえ、全国平均を下回っており、新居浜市は 0.74 しかない。ただし、このことが
自動販売機の設置台数がすくないことを必ずしも意味しないし、全国的広がりをもつ通信販売
も、業者が少ないと言っても、必ずしも発達していないことを示していないが、売上額が多く
ないのは事実である。 
 なお、数は少ないが、各種商品小売業は、人口１万人に対する事業所数では、全国平均を上
回っている。これについて具体的に見ておこう。 
現在、デパート・大型スーパーは今治市３店、新居浜市５店、西条市３店、四国中央市２店
でしかない。現在、伊予鉄高島屋（本社・松山市）が今治、新居浜、西条、四国中央に支店、
三越が今治、四国中央、西条に進出している。 
ただし、かつて、今治市に進出していた、住友金属鉱山、住友グループ、大丸による新居浜
大丸（50 年開業、01 年閉店）、今治大丸（62 年開業、08 年末閉店）、今治高島屋（73 年、百貨
店今治センターとして開業、74 年高島屋が出資、75 年今治高島屋、84 年閉店）は、すべて営
業不振で閉店している。 
また、全国チェーン店の進出も少ない。イトーヨーカ堂はゼロ、イオン系では、イオンが今
治市に２店（なお、新都市計画地にイオンモール進出予定がある）、新居浜市に２店、四国中央
市に２店の計６店しかない。ただし、食品、衣料品、日用雑貨を中心とする専門店型スーパー
では、松山市に本社を置く㈱フジが今治市２店舗、新居浜市４店舗、西条市３店舗、四国中央
市３店舗を展開、イオンの傘下に入った㈱マルナカが４市にそれぞれ３店舗を展開している。 
全国チェーンのコンビニエンスストアは、ローソン、セブンイレブン、サークルＫ＆サンク
ス、ファミリーマート等が各市に相当数展開している（表 27）。 
つまり、コンビニこそ全国チェーンの店舗かなり進出しているが、スーパーの全国チェーン
店の進出はイオンだけであり、各市とも少ないのである。 
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表 27  ４市のスーパーマーケット、コンビニエンスストア店舗数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
飲食店 
4 市における飲食店の展開は、人口 1 万人あたりにすると 38.0（四国中央市）～54.2 店舗（今
治市）で、全国平均（48.2 店舗）に比べると、今治市がやや多く（特化係数 1.12）、新居浜市
は全国並みで、西条市はやや少なく、四国中央市は 0.79 と少ない（表 28）。 
業種を見ると、店舗数が多いのは専門料理店であるが、今治市を除いて全国平均よりは少な
い。また、酒場・ビヤホールは４市とも少ない（特化係数 0.80 未満）。他の業種を特化係数で
見ると、今治市は、食堂・レストランが少なく、バー・キャバレー（1.30）、喫茶店（1.96）、
すし店（1.29）が多い。新居浜市は、喫茶店が 1.74 で目立つ程度で、他の業種は専門料理店、
酒場・ビヤホールを除いて、ほぼ全国並みである。西条市は喫茶店（1.51）の多さと専門料理
店、すし店の少なさが目立つ程度である。四国中央市はすし店と喫茶店が全国平均程度で、他
の業種は特化係数 0.8 を未満が多い。 
４市に共通するのは、喫茶店が相対的に多いこと、酒場・ビヤホールは少ないがバー・キャ
今治市 新居浜市 西条市 四国中央市 ４市計
イオン 2 2 2 2 8
フジ 2 4 3 3 12
マルナカ 3 3 3 3 12
木村チェーン 0 2 2 1 5
ローソン 17 14 11 11 53
セブンイレブン 39 14 41 15 109
サークルＫ　 24 12 11 9 56
ファミリーマート 7 12 7 14 40
スリーエフ 0 1 4 0 5
ミニストップ 0 1 3 3 7
出所：各社ＨＰより作成
スーパー
マーケット
コンビニエン
ストア
注：イオンにはイオンモール、マックスバリューを含む。サークルＫにはサンクスを含む
　　　なお、イトーヨーカドーおよびダイエーは進出していない。
　　　時点は2014年５月現在
特化係数（全国＝1.00)
全国 愛媛県 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
愛媛県 今治市
新居浜
市
西条市
四国
中央市
事業所数 48.2 47.5 54.2 47.8 41.7 38.0 0.99 1.12 0.99 0.87 0.79
従業者数 331.8 272.4 247.7 265.7 216.7 250.9 0.82 0.75 0.80 0.65 0.76
出所：各市住民登録人口、2012年経済センサスより作成
注：人口数は住民登録人口。全国と四国中央市は12.3.31、愛媛県は12.2.1、今治市、新居浜市、西条市は12.1.31現
在。事業所数、従業者数は12.2.1現在
 
表 28  飲食店 人口 10,000 人当たりの事業所数、従業者数 
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バレーが多いことである。また、今治市が飲食店の数が相対的に多いことである。 
生活関連サービス・娯楽 
生活関連サービスの事業所は、全体として、４市とも全国平均よりいくらか多い。中でも、
理容業は特化係数で見ると、今治市 1.40、新居浜市 1.33、西条市 1.32、四国中央市 1.27 と多く、
また、美容業は四国中央市 1.37、新居浜市 1.21 と多い（表 29）。 
人口１万人当たりの娯楽業の事業所数は、全国平均で 4.3 事業所とあまり多くない。４市の
それも 3.4（今治市）～4.4（新居浜市）で全国平均と大きく変わらない。ただ、数は少ないが、
遊技場は事業所数、従業員数とも特化係数で新居浜市が最も多く（1.27）、最も少ない今治市の
２倍となっている。 
 
表 29  人口 10,000 人あたりの洗濯業・理美容の業事業所と従業者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．都市連関 
最後に４市の都市連携を検討しておこう。 
 東予地方は、４市＋上島町は形成されているが、国、愛媛県の様々な地域圏区分（広域行政
圏、定住自立圏、新地方生活圏、等々）および工業統計調査工業地区区分、厚生労働省保健所
単位、また、「第五次愛媛県長期計画」の地方生活圏区分、愛媛県の生活経済圏区分*6でも、今
治地区（今治市、上島町）、新居浜・西条地区（新居浜市、西条市）、宇摩地区*7（四国中央市）
が設定されている。なお、県の東予地方局は、西条市（第一、第二）、四国中央市、今治市に庁
舎があり（新居浜市にはない）、東予地方局長室は西条第一庁舎にあり、今治市庁舎には支局長
全国 愛媛県 今治市 新居浜市 西条市 四国中央市
洗濯業 5.1 5.3 4.8 5.2 5.2 6.2
事業所数 理容業 8.3 11.2 11.6 11.1 11.0 10.6
美容業 13.4 16.7 16.2 15.3 14.5 18.3
洗濯業 28.8 27.5 22.3 22.9 44.2 29.1
従業者数 理容業 17.2 19.2 19.2 19.9 18.2 17.3
美容業 35.8 37.4 37.2 33.2 28.7 37.2
洗濯業 1.00 1.03 0.94 1.01 1.02 1.21
事業所数 理容業 1.00 1.34 1.40 1.33 1.32 1.27
美容業 1.00 1.25 1.21 1.15 1.08 1.37
洗濯業 1.00 0.95 0.77 0.79 1.53 1.01
従業者数 理容業 1.00 1.11 1.11 1.16 1.06 1.00
美容業 1.00 1.05 1.04 0.93 0.80 1.04
注：事業所数、従業者数は12.2.1現在。人口数は住民登録人口。全国と四国中央市は12.3.31、愛媛県は12.2.1、今治
市、新居浜市、西条市は12.1.31現在。
出所：2012年経済センサス、各市住民登録人口より作成
特化係数（全国＝1.00）
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室がある。 
つまり、行政から見ると、東予地方は、今治地区（今治市、上島町）、新居浜・西条地区（新
居浜市、西条市）、宇摩地区（四国中央市）がそれぞれ一つの経済圏・生活圏と位置付けられて
いるのである。 
また、すでに見たように、４市に所在する企業・事業所では、新居浜市の住友系事業所およ
び関連事業所が西条市にそれぞれ複数事業所があり、今治市に拠点を置く今治造船、造船関連
の渦潮電機、潮造機等が西条市に進出ており、企業・事業所連関的には今治市と新居浜市は西
条市との関連が強まってきている。 
通勤・通学圏－少ない地域外流出・流入－ 
 人々の行動面ではどうであろうか。通勤・通学の面から見てみよう。 
 2010 年の国勢調査によれば、４市の 15 歳以上の通勤・通学者の内、居住自治体外へ通勤・
通学者数・率は、今治市 5,536 人・6.9%（対 15 歳以上の就業者・通学者総数、以下同じ）、新
居浜市 7,591 人・12.9%、西条市 10,599 人・19.0%、四国中央市 4,871 人・10.5%であった。05 年
に比べ実数（今治市を除く）、流出割合共に増加しており、通勤・通学の範囲の若干の拡大が見
られる（表 30）。 
他方、従業地から見た場合、他自治体からの通勤・通学者数・率は、今治市 7,048 人・8.6%、
新居浜市 9,393 人・15.3%、西条市 7,592 人・14.3%、四国中央市 5,301 人・11.2%であった。流出
入者の大半は通勤者である。 
なお、各市の流出入共に若干の 15 歳未満の通学者がいる（今治市－流出 76 人・流入 120 人、
新居浜市－同 51 人・39 人、西条市―同 172 人・２人、四国中央市―同 42 人・４人で、西条市
の 15 歳未満の他自治体通学者、うち 102 人は今治市の学校、の多さが目立つ）。 
今治市は流出割合、流入割合がともに 10%を割っており、相対的に自己完結型であるとはい
え流入超過である。それに比べ、西条市は流出超過ではあるが、流出入者割合が共に２割近い
流動性の高いのが特徴である。新居浜市と四国中央市は流入超過である。４市相互間の通勤通
2005年 2010年 2005年 2010年 2005年 2010年 2005年 2010年
通勤通学者数(人) 5,542 5,536 7,505 7,591 9,944 10,599 4,237 4,871
　うち　通勤者 4,763 4,740 7,032 7,129 8,859 9,376 3,618 4,271
      通勤者割合(%) 85.9 85.6 93.7 93.9 89.1 88.5 85.4 87.7
割合／対就業・就学者総数 5.7 6.9 12.3 12.9 17.1 19.0 8.6 10.5
　うち　通勤者 5.3 6.4 12.6 13.1 16.5 18.1 7.9 10.0
四国中央市
注：15歳以上の
出所：2005年、2010年国勢調査より作成
今治市 新居浜市 西条市
 
表 30  居住市外への通勤通学者数・割合(常住地） 
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学者を見ると（表 31）、他３市への市外通勤・通学者の者の割合は、今治市は新居浜市と関連
が強く、他の２市とはあまり関連が見られない。それよりも松山市との関連が深い。新居浜市
は、西条市と四国中央市との関連が強く、この両市で流出先の 78%、流入先の 86%を占めている。
四国中央市とはあまり行き来がない。四国中央市は新居浜市と比較的強く結び付いているが、
他の２市との結びつきは弱い。むしろ香川県の観音寺市、徳島県の三好市との関連が強い（た
だし、通学者はわずかである）。 
なお 15 歳以上の通学者で、他自治体から通ってくるものは、今治市 727 人・11.3%（対 15 歳
以上通学者総数、以下同じ）、新居浜市 911 人・18.3%、西条市 117 人・3.7%、四国中央市 143
人・1.5%である。他方、他自治体に所在する学校に通っている者は、今治市 796 人・12.4%（対
15 歳以上通学者総数、以下同じ）、新居浜市 462 人・10.4%、西条市 1,223 人・29.2%、四国中央
市 600 人・17.9%である。大幅な新居浜市は流入超過であり、西条市と四国中央市は大幅な流出
表 31  ４市間の通勤通学者数（15 歳未満通学者を含む) 
総数 今治市 新居浜市 西条市
四国
中央市
３市計
今治市→ 5,612 - 359 2,221 54 2,634 1,874 (松山市)
新居浜市→ 7,642 344 - 3,743 2,173 6,260 306 (松山市)
西条市→ 10,771 3,039 5,951 - 302 9,292 694 (松山市)
四国中央市→ 4,994 81 2,253 225 - 2,559 1,069 (観音寺市)
今治市→ 100.0 - 6.4 39.6 1.0 46.9 33.4 (松山市)
新居浜市→ 100.0 4.5 - 49.0 28.4 81.9 4.0 (松山市)
西条市→ 100.0 28.2 55.3 - 2.8 86.3 6.4 (松山市)
四国中央市→ 100.0 1.6 45.1 4.5 - 51.2 21.4 (観音寺市)
今治市→ 19.3 - 4.2 35.9 2.1 12.7
新居浜市→ 26.3 9.9 - 60.5 85.9 30.2
西条市→ 37.1 87.7 69.5 - 11.9 44.8
四国中央市→ 17.2 2.3 26.3 3.6 - 12.3
総数 今治市 新居浜市 西条市
四国
中央市
３市計
→今治市 7,168 - 359 3,039 81 3,479 1,985 (松山市)
→新居浜市 9,432 359 - 5,951 2,253 8,563 352 (松山市)
→西条市 7,594 2,221 3,743 - 225 6,189 684 (松山市)
→四国中央市 5,305 54 2,173 302 - 2,529 1,125 (観音寺市)
→今治市 100.0 - 5.0 42.4 1.1 48.5 27.7 (松山市)
→新居浜市 100.0 3.8 - 63.1 23.9 90.8 3.7 (松山市)
→西条市 100.0 29.2 49.3 - 3.0 81.5 9.0 (松山市)
→四国中央市 100.0 1.0 41.0 5.7 - 47.7 21.2 (観音寺市)
→今治市 24.3 - 5.7 32.7 3.2 16.8
→新居浜市 32.0 13.6 - 64.0 88.0 41.3
→西条市 25.7 84.3 59.6 - 8.8 29.8
→四国中央市 18.0 2.1 34.6 3.3 - 12.2
出所：2010年国勢調査より作成
市外
への
通勤
通学
者
市外
からの
通勤
通学
者
他主要市
他主要市
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超過である。なお、県立高校の学区は東予地方で１学区となっている。また、新居浜高専およ
び、いくつかある私立高等学校・短期大学には学区は無い。 
通勤地、通学地は共に隣接する都市で大半を占める。それは当然のことで、毎日の行き来は
移動時間距離が重要である。ＪＲ予讃線の通勤時間帯の普通列車の所要時間を見ると、松山－
今治間 70 分、今治－伊予西条間 43 分、伊予西条－新居浜間 20 分、新居浜－伊予三島間 28 分、
伊予三島－観音寺間 21 分である。西条から松山は乗車時間だけで２時間強かかる。自宅と勤務
先との door-to-door では２時間半以上かかるであろう。四国中央から今治もやはり２時間半か
かるであろう。しかも運行本数が少ない。出勤時間に都合のよい列車は１本程度ある。当然、
四国中央－今治、松山間、新居浜－松山間での通勤・通学は難しい。松山自動車道が開通して、
道路事情が良くなったとはいえ、やはり自家用車で２時間以上かかる。 
加えて、通勤は就業の場の大きさ、通学は学校の存在、公立中高校は公立高校には学区制が
あるので、他自治体の受け入れは私立高校の存在が大きな要素となる。4 市の内、今治市 702
人と新居浜市 911 人と相対的に他自治体からの通学者が多いのは、この学校の存在（今治市－
私立高校３、私立短大１、新居浜市－国立工業高専）が大きな要因となっている。 
このように移動の利便性（交通機関、時間距離）と職場・教育機関の存在が、あるいは、本
節では検討できなかった娯楽施設の存在が、日常的な人々の行動範囲を決定し、都市間の関連
を形作ることになる。その意味で、移動時間距離が近く職場のある隣接市（今治と西条市、今
治市と松山市、新居浜市と西条市、新居浜市と四国中央市、四国中央市と観音寺市）との間で
日常的な人の行き来が生じてくるのは当然である。しかし、日常的な人々の往来があるからと
いって、一定の一体性があるとは言い難い。 
確かに、新居浜市と西条市は、新居浜の住友系企業の事業所・関連企業・下請け企業の西条
市への進出もあって、事業所運営という観点から見て、また相互の通勤者の一定の存在から見
て、経済的な一体性は持っていると言える。しかし、同じ工業都市とはいえ、歴史のある住友
城下町の新居浜市と新興産業都市の西条市は、今回は検討できなかったが、地域社会の歴史・
文化から見て、住民に一体性をみるのは難しいのではないだろうか。 
行政上の提携 
４市間に行政上の連携はほとんど見られない。 
合併以前に、現今治市域や四国中央市域の市町村間にあった広域市町村圏組合は、合併で解
散し、その事業・事務はそれぞれの新市に引き継がれている。 
唯一、現市域を超える広域行政圏を構成していた新居浜市と西条市の広域行政も、実態とし
ては、市町村合併によって終わっている。合併前、新居浜市・西条市・東予市・小松町・丹原
町・別子山村を構成団体とする「新居浜・西条地区市町村圏事務組合」（特別地方公共団体）を
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作り（73 年）、圏内各種計画の策定や構成団体職員の研修、第２次救急医療体制の整備などを
行っていたが、新居浜地区、西条地区それぞれの合併による新市誕生で、事務処理が減少した、
として 07 年度末に｢事務組合｣を解散し、08 年度から「協議会」（「新居浜地区・西条地区広域
行政圏協議会」）に衣替えした*8が、実態として連携事業は行われていない。 
そして、合併後は市域を超える連携は消滅している。現段階では、市町村合併により、新市
間をまたぐ新たな広域行政よりも、新たな広域行政よりも、旧市町村単位行政をくずし、新市
単位に行政の統合化が重視されていると言ってよいであろう。つまり、旧市町村単位の行政機
能は弱体化し、新市単位での集権化が進んでいるのである（ただ、警察署は、すでに述べたよ
うに、合併前の警察署単位が維持されている）。 
しかし、Ⅰで述べたことであるが、市をまたぐ事業所間の関係は深まっており、経済界から
の広域行政、更なる合併要求が高まる可能性はある（特に新居浜市と西条市）。 
 
むすびにかえて 
 
東予４市の産業構成と人口構成および生活環境（都市施設）について見てきた。ここで、改
めて、簡略に４市の特性をまとめておこう。 
４市は愛媛県のみならず、四国地方を代表する工業都市である。民営の事業所数、従業者数
からいえば、広義のサービス業が４市とも最も多く、次いで卸小売業で、製造業は第３位であ
るが、従業者数では、四国中央市は製造業が第１位で、他の３市は第２位の位置を占めている。
そして、第一次産業が大変弱い。従業者数では西条（1.8%）を除いて他の３市は１％未満であ
る<2012 年経済センサス>。ただし職業構成では農林漁業従事者は一定数いる（今治市 6.4%、新居
浜市 1.5%、西条市 7.8%、四国中央市 4.5%<2010 年国勢調査>）。また、情報通信業が非常に弱い（４
市とも事業所数も従業者数も１％未満である<2012 年経済センサス>）。 
市内総生産に製造業の占める割合を見ると、今治市 52.5%、新居浜市 35.8%、西条市 41.7%、
四国中央市 41.5%（産業部門計＝100%<2011 年度愛媛県市町村民所得>）で、４市とも圧倒的に製造
業優位の都市である。 
その製造業の構成では、４市にそれぞれ特徴がある。今治市は、出荷額では石油と造船日本
一の今治造船㈱を中核に造船に特化しているが、全国一を誇るタオル産業もある。新居浜市は、
住友系企業を中核とした化学、非鉄金属、機械の工業都市である。西条市は東予工業地帯に各
業種で日本有数の大企業が進出している工業都市である。四国中央市は、大王製紙㈱を中核に
紙・パルプ産業に特化した工業都市である。 
しかし、製造業は景気変動に敏感で、出荷額の変動が激しく、雇用や市経済の安定性に欠け
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るところがある。 
人口現象では、４市とも人口減少（死亡数の増加による自然減と転出者超加による社会減）
と高齢化、および 18～22 歳層（大学生世代）の少なさ、という共通性がある。独居老人、高齢
者夫婦のみ世帯の増加で高齢者の介護、生活保障（生活保護）が大きな課題となっている。ま
た、非婚化が進み、少子化の傾向も見られるようになり始めている。特に、島嶼部や山村部で
は人口減少が進行し、高齢化が著しく、過疎地指定の旧町村が多々ある。 
職業構成では、生産工程従事者を中心に、いわゆるブルーカラー層が多いが、男性の専門的・
技術的職業、事務従事者の割合が少ない。特に四国中央市はそうである。工場は多いが、本社
機能、研究開発機能を持つ職場が少ないことの表れである。ただし、女性のこれらの職業従事
者の割合決して少なくない。新居浜市や西条市は全国平均を上回っている。これは、女性の専
門的職業従事者が多い福祉施設や病院、あるいは小中学校の一定数の存在の表れである。事実、
病院・病床数や民営の福祉施設の事業所数や従業者数割合は全国平均を上回っている。 
都市施設は、全国平均に比べ、それほど遜色はないが、高等教育機関の不存在が大きい（大
学生世代の転出を招いている）。病院や福祉施設はその数からいえば、全国平均を上回っており、
充実しているように見える。しかし、医療機関は都市部に偏在し、人口１万人当たりの医師数
は全国平均を下回り、医師過疎地域、無医村も存在している。 
４市の自市外へのからの通勤・通学による自市外を超えた移動・流出入は、西条市の自市外
への通勤通学者割合が相対的に大きいとは言え、比較的少なく、地域完結的である。特に今治
市はそうである。 
４市に共通する課題は、人口減少と高齢化への対応である。これは、ある意味では一つの課
題で、いかに人口減少をとどめ、かつ、新たに人口を引き付けるかである。それは、地域経済
を活況化し、就業の場を創出することである。 
４市の行政が力を入れている／入れようとしているのは、詳しくは触れないが、そのための
企業誘致と市街地開発・都市再開発および観光開発あるいは観光開発と結びついた地域活性
化・｢新｣産業の創生である。 
企業誘致は、各市の核産業（今治市は造船と海運業、新居浜市は住友系事業所、四国中央市
は紙・パルプ、西条市は核となる産業は無い）以外の新たな産業の創設である。 
今治市は、「海事都市」を標榜し、更なる海運、造船、舶用工業の集積と｢新拠点都市｣開発（イ
オンモール予定）を進めようとしている。また、因島、生口島、大三島、伯方島、大島等を橋
で連結した瀬戸内海大橋（西瀬戸自動車道）（尾道―今治ルート）「しまなみ海道」を軸にした
観光開発・エコツーリズム（サイクリング）を進めている。新居浜市は、「あかがね（銅）のま
ち－笑顔輝く産業と環境共生都市－」を標榜し、別子銅山遺跡を活用した観光開発と中心部都
 － 41 － 
市再開発をしている。西条市は比較的多い農漁業製品の加工・流通の融合＝６次産業化（１次
×２次×３次産業）で、例えば食品加工コンビナート形成である。四国中央市は、「工業振興ビ
ジョン」（2010 年月８月）を策定し紙産業の更なる充実と、紙産業以外の企業誘致し、複数の
多様な経済基盤の確立を目指そうとしている。併せて、｢紙｣と結びつけた観光開発（「書道甲子
園」の開催等）である。 
このように、東予４市は、それぞれ独自の方針（企業誘致、都市開発、観光開発）をもって
進めようとしていると言ってよい。とは言え、町村合併により「市の範域」にはいった島嶼部・
山村部のみならず、合併の核となった「旧市」においても、人口減少の阻止は容易ではない。
これは本論の対象とした東予地方工業都市４市のみならず、日本全国の地方工業都市、工業都
市のみならず全ての地方都市に共通にある問題である。言葉を変えて言えば、グローバル化で
生産拠点が海外に移転する傾向の中で、工業の空洞化、それに伴う地域産業の停滞・衰退、お
よび人口減少・高齢化という中で生じている日本の地方都市に共通する課題が、東予地方４市
にも存在しているのである。 
 
 
注 
*1 限界自治体、限界集落 大野晃が最初に提唱（1991 年） 
 大野は、65 歳以上人口 50%以上となり、税収の低下、高齢者の医療、福祉の負担増で財政維持が国難に
なった自治体を｢限界自治体｣と名付け、これを集落単位に適用し、人口構成、財政のみならず、集落の
自治、地域の冠婚葬祭、生活道路の維持管理等の共同体機能が崩壊している集落を「限界集落」とした。
（『山村環境社会学序説－現代山村の限界集落化と流域共同管理』農山漁村文化協会 2005 年） 
*2 生涯未婚率－男女とも 50 歳の未婚率を言い、統計データ的には、45－49 歳の未婚率と 50－54 の未婚
率の平均値<（45－49 歳の未婚率＋50－54 歳の未婚率）÷２>で計算する。 
*3 一般的には、夫婦のみの世帯で、夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫婦世帯を高齢者世帯としているが、本
稿では夫婦とも 65 歳以上の世帯を高齢者世帯とした。 
*4 柴田「今治タオル産業の『再生』と中国」（『専修大学社会科学研究所月報』No.584 2012.2.20）参照 
*5 愛媛県「愛媛県へき地保健医療計画」（2011 年３月） 
 厚生労働省無医地区調査（09.10.末） 
 無歯科地区調査（09.10 末調査）、歯科無医村 今治市大下（おおげ）（過疎・離島、小大下（過疎・離
島）、新居浜市別子山（過疎・山村）、 四国中央市 嶺南地区（金砂町、富郷町）（過疎・山村） 
*6 職、住、遊、学など日常生活や経済活動の各場面において、県民が基礎的なサービスを受けられる圏域、
広域的な施策展開や施設整備においても地域としての一体性があり、発展方向を共有できる圏域として
いる。また、広域行政の枠組みである広域市町村圏とも整合を持たせている（愛媛県の「未来づくりプ
ラン、第五次愛媛県長期計画」）。 
*7 旧宇摩郡別子山村は、以前は宇摩地区に入っていたが、新居浜市と合併したことによって新居浜市の所
属となった。 
*8 「新居浜・西条地区広域行政圏協議会」新居浜市 HP 
 
  
 － 42 － 
参考文献・資料（１、２を通して） 
新居浜市編『新居浜産業経済史』（1973 年 新居浜市） 
北川隆吉編『都市と産業のリストラクチュア』 中央法規出版 1993 年 
大野晃『山村環境社会学除説―現代山村の限界集落化と流域共同管理―』 農山漁村文化協
会 2005 年 
『専修大学社会科学研究所月報 2011 年度夏季実態調査（愛媛）特集号』（Nｏ584  2012.2.） 
『専修大学社会科学研究所月報 2011 年度春季実態調査（香川）特集号』（Nｏ587・588  2012.6.） 
『専修大学社会科学研究所月報 2012 年度春季実態調査（愛媛・徳島）特集号』（Nｏ601・602  
2013.8.） 
その他資料 
今治市総合計画（2006～2015 年度）「海響都市いまばり」、｢海事都市 今治｣（パンフレット） 
新居浜市第５次長期総合計画（2011～2022 年度）「産業・環境共生都市－あかがねのまち、
笑顔かがやく－」 
西条市総合計画（後期基本計画 2011～2015 年度）「人がつどい まちが輝く 快適環境実感
都市」 
四国中央市「工業振興ビジョン」2010 年、 
国勢調査、経済センサス基礎調査（2009 年）、経済センサス活動調査（2012 年）、工業統計調
査（各年）、愛媛県市町村民所得統計（2010 年度、2011 年度）、愛媛県統計 BOX、今治市統
計書、新居浜市統計書、西条市統計データ、四国中央市人口統計資料館、他、愛媛県、今治
市、新居浜市、西条市、四国中央市および主にⅠで言及した企業のＨＰ等 
